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統合化された社会インフラシステムのセキュリティや
信頼性の確保は、私たちの生活の安全・安心を確保す
るためにも、極めて重要な課題になってきています。

SECへの今後の期待

　こうした状況の中で、SEC では、製品やシステムに
おいて、開発者等と利害関係の無い第三者がその信頼
性を検証するソフトウェア品質監査制度（仮称）につ
いて、2013 年度の運用開始を目指して、具体的な検討
を進めています。経済産業省においても、こうした第
三者による評価を容易にするため、開発プロセス情報
を自動的に収集・分析するツールプラットフォームの
開発に着手しています。これらの取り組みが相まって、
我々の生活の安全・安心の確保と我が国製品の国際競
争力の強化が図られるものと期待しております。
　他にも SEC では、信頼性の高いソフトウェアの開発・
設計手法である形式手法やモデルベース開発技術など
の導入推進、自然災害など様々なリスクに対応したガ
イドラインの策定、安全・安心なソフトウェア実現に
向けた様々な取り組み、欧米の関係機関との連携を始
めとするSEC成果の国際標準化に向けた取り組み等も
精力的に推進しています。
　昨年度に行われた独立行政法人の見直しの結果、
IPA は、2014 年 4 月に、独立行政法人産業技術総合研
究所と、独立行政法人経済産業研究所と統合すること
となりましたが、我々の社会を支える IT システムの
安全性・信頼性の確保が一層求められる中で、IPA/
SEC の役割はますます高まってきます。産業技術総合
研究所等とのシナジー効果を最大限に発揮し、IPA/
SEC が更なる進化を遂げることを期待しています。

IT 融合における新しいビジネスの創出

　近年のデジタル化、ネットワーク化の進展によって、
私たちの生活は大きく変わろうとしています。スマート
フォンやセンサネットワークの普及によって、様々な情報
がデジタル化され広く流通する一方、パソコンや携帯電話、
テレビなど私たちが日常の生活で使用している様々な機
器がインターネットにつながり、必要なときに必要な情
報を簡単に入手することが可能となりつつあります。
　私たちを取り巻く IT 環境が大きく変化しつつある
中で、こうした変化をチャンスに変え、力強く新しい
産業を創出していくためには、IT が様々な産業や分
野を結びつける結節点としての機能を果たし、身近に
入手出来る膨大な情報を上手に利活用出来るようにす
ることによって、分野を超えて新しい価値やサービス
を創出する、いわゆる「融合新産業」を生み出してい
くことが期待されています。
　具体的には、既に先駆的な取り組みが始まっているス
マートグリッドの他、今後ネットワーク化の進展が見込
まれる自動車やロボット分野、大量の情報のデジタル化
が求められる医療・健康分野や農業分野などにおいて、
新たなビジネス創出の大きな機会が見込まれています。
　これらの分野では、製品や情報システムの高度化・複
雑化によるソフトウェアの大規模化が進んでいます。ス
マートコミュニティを例に取れば、HEMS（Home 
Energy Management System）や BEMS（Building and 
Energy Management System）といったエネルギー管理
システムを通じて、電気自動車や蓄電池、スマートメー
タがつながり、またそれらがコミュニティ内で連携して
新しいインフラシステムを構成しています。このような

経済産業省 商務情報政策局
情報処理振興課課長

江口　純一

IT融合による
新しいビジネスの創出と
SECへの期待
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企業にクラウドコンピューティングの利用が広がろうとしている。サービスとして提供するソフトウェア開発には、受託開発とは異なるメ
ンタリティが求められる。世界と競争できる日本発のソフトウェアを開発しているサイボウズ株式会社の青野慶久代表取締役社長に、こ
れからのソフトウェア開発や技術者のあり方について伺った。

サイボウズ株式会社
代表取締役社長

青野 慶久
SEC 所長

松田 晃一

クラウド時代のソフトウェア開発と
技術者像を考える

所長対談 Interview with Heads

環境の整備を担当することになり、米国製のグループウェアを導

入しました。しかし、これは何とも重厚長大で、すごくがんばっ

て使えば効果が得られるかもしれないけれど、敷居の高いソフト

だなと思っているうちに、Web技術が登場しました。松下電工に

入社したのが1994 年。1995 年頃からインターネットが急速に普

及し始めました。そこで、Web技術を使うことにより、とてもい

いグループウェアが作れるのではないかと思い、居ても立っても

いられなくなって松下電工を3年で辞め、畑さんを誘ってサイボ

ウズを設立したのです。

松田：そこから世界で勝負しようと歩み始めたのですね。

青野：サイボウズで実現したかったことは欧米の重厚長大なソフ

トに対抗して、Web技術を使ったシンプルなソフトを作ることで

す。1997年8月に会社を立ち上げたのですが、その4カ月後には

ソフトが売れて黒字化しました。タイミングが良かったのです

ね。

松田：私は1970 年代に、電電公社（現NTT）の研究所でメイン

フレームのOSを開発していました。そして、事業部ではそれを使っ

て顧客の注文を受けたソフトウェアを開発して納めたり、サービス

として提供していました。所謂オーダーメイドのソフトウェア開発

が中心でした。一方、サイボウズはレディメイドのパッケージソフ

トウェアを開発していますが、両者の開発には色々違いがあると思

うのですが、その点についてぜひお聞かせください。

青野：答えになっているかどうかわかりませんが、とにかく日本

人は御用聞きが上手ですよね。御用聞きをする結果、みんなが同

じものを作ってしまう。それが今の日本の持つ一番の弱点かなと

思っています。別の業界、例えば電機業界を見てもみんな同じよ

うなものを作っているという印象があります。しかし、ソニーが

ウォークマンという画期的なコンセプトの製品を作ったように、

松田：初めに、サイボウズを設立して世界で勝負できる日本発の

パッケージソフトウェアを開発されたわけですが、そのあたりの

ことをお話いただいてよろしいでしょうか。

青野：私は中学2年だった1985 年頃からプログラミングに興味

を持ち、自作したゲームを雑誌に投稿するようなパソコン少年でし

た。大阪大学工学部情報システム工学科に進学し、将来はプログラ

ム関係の道に進もうと考えていました。しかし、入学後しばらくして、

自分にはプログラミングの才

能がないことに気がついてし

まったのです。

松田：それはどうしてですか？

青野：先輩の畑慎也さんのプ

ログラムコードを見てしまっ

たのです。これは絶対に勝て

ないと思いました。

松田：どこが凄かったのでしょ

う？

青野：ひと口で言うと、コー

ドが綺麗なんです。ごちゃご

ちゃしてなくて、エレガント

なんですね。それでプログラ

マになる道はあきらめ、卒業

後は松下電工（現パナソニッ

ク電工）への入社を決めまし

た。入社後は野球場のスコア

ボードの販売をしていたので

すが、コンピュータの詳しさ

が買われ、社内ネットワーク

1971年生まれ。1994年大阪大学工学部情報シ
ステム工学科卒業後、松下電工（現パナソニック
電工）株式会社を経て、1997年にサイボウズ株式
会社を愛媛県松山市に設立。サイボウズ株式会社
の設立メンバーの一人としてWebグループウェア市
場を切り開くことに尽力し、2005年4月より代表取
締役社長を務める。

青野 慶久（あおの よしひさ）
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昔の日本は違いました。その違いとは、御用聞きか、それとも新し

いコンセプトを出せるかの差です。別の表現を用いれば、プロデュー

ス力、つまり新しい価値を生み出せるかどうかです。それが出来な

いとパッケージで成功することは出来ません。

大切なのはニーズの本質を見ること
松田：日本人は、どのように作るかというHow to doは得意ですが、

何を作るかというWhat to doは不得意なほうですね。受託開発の

場合、何を作るかは顧客からの要求に基づいて進めますので、要

求を理解し、あとはいかにうまく作るかを考えることが大切です。

しかし、パッケージソフトは、何を作るかのコンセプト作りから

スタートしないといけない。そこに基本的な違いがありますね。

青野：ニーズを見るところまでは、みなさん割と出来ていると思い

ます。受託開発をしていても、顧客が「あれをして欲しい。これを

して欲しい」ということは丁寧に聞いていますよね。

松田：おっしゃるとおりです。

青野：パッケージソフトの開発にはニーズの本質を見極める眼が

必要です。なぜ、そういうニーズが出てきているのか。時代背景

を含めてニーズの本質に踏み込める人が向いていると思うので

す。私たちの場合、サイボウズの製品について「こうして欲しい」

という要望が毎日のように寄せられます。でも、個々を片っ端か

ら採用してはいません。なぜならば、サイボウズではニーズの全

体を俯瞰しながら、なぜこういうニーズが生まれているのか見極

めることを大事としているからです。

松田：なるほど。受託開発ビジネスとパッケージビジネスとでは、

必要とされるメンタリティが違うのですね。

青野：私は子どもの頃から他人の言うことをそのまま受け入れず

に生活してきています。顧客から言われたこともそのまま聞き入

れるのではなく、何でそういう要望が来るのかを考えて整理しま

す。そうすると、こちら側でこれを出したらこんなお客様がこん

な風に喜んでくれるだろうと、少しマクロで見ることが出来ます。

パッケージビジネスに当たる人材は、このように考えるメンタリ

ティが必要とされます。

松田：個々の要求に応えるのではないのですね。

青野：ある程度は意図的に無視する力も大切です。

プログラマのキャリアパスを考える
松田：私もコーディングはしたことがあるのですが、少し経験した

程度です。でもこれからは、ITの仕事をする人は、自分のアイデ

アをプログラムのソースで示す、あるいはソースに示されたアイデ

アを読める能力が欠かせないと思っています。ソースプログラムの

読み書きがちゃんと出来るということです。それが出来ないと勝負

にならない。でも、日本の場合、プログラミングはプログラマがや

るものだという考え方が主流を占めています。しかも、プログラマ

の地位は企業内で相対的に低い。しかし、設計をする人であれプロ

ジェクトマネジメントをする人であれ、ソースが読み書き出来るこ

とは最低限必要なコミュニケーション能力だと最近思うようになっ

ています。

青野：プログラマに指示を出している人は、プログラムが書けな

いからプログラムを重視しない。その結果いいソフトがつくられ

ないケースが往々にしてあると思うんです。私は、プログラムに

対する考え方を破壊したいんですよ。

松田：プログラマのキャリアパスをちゃんと作らないからいけない

のです。例えば、プログラマ、チーフプログラマ、エグゼクティブ

チーフプログラマというようなキャリアパスを作れると良いと思い

ます。今は、プログラマとしてのキャリアパスが無いから、プログ

ラミングをするのはSEの部下という感じになっている。そういう

状況も破壊していかないといけませんね。

青野：IT業界はずっと技術者不足だと言われ続けてきていると思

うのですが、本当にそうなのでしょうか。プログラムを書く人と

いうのは、言葉を書いて稼ぐ人です。出版業界でいうところの作

家だと思うのです。誰でも言

葉はしゃべれる。でも、人を

喜ばせる本を書く人は限定さ

れている。にわか作家がたく

さんいて、美しくないプログ

ラムを世の中にばらまいてい

るのが今の現状ではないかと

いう気がしています。そういう

作家を増やす必要があるのだ

ろうかと思うのです。クラウド

になって、本当に深いコーディ

ングは一部の優秀な人だけが行

えば済むようになると、労働集

約の悲劇を繰り返さずに済む

気がします。

松田：新鮮な指摘ですね。ソ

フトウェア・エンジニアリング

が言われ始めたのは1960 年代

後半です。その頃、ソフトウェア・

クライシスという言葉が叫ばれ、

このままいくと世界中のすべて

1970年京都大学大学院修士課程修了後、日本電
信電話公社入社。NTTソフトウェア研究所ソフトウェ
ア開発技術研究部長、株式会社国際電気通信基
礎技術研究所（ATR）取締役企画部長、NTTコミュ
ニケーション科学研究所 所長、NTT先端技術総合
研究所所長、NTTアドバンステクノロジ株式会社代
表取締役常務、NTT AT IPシェアリング株式会社
代表取締役社長を歴任し、2008年2月IPA（独立行
政法人情報処理推進機構）IT人材育成本部長に
就任、2009年1月より技術本部ソフトウェア・エンジ
ニアリング・センター（SEC）所長。工学博士。 

松田 晃一（まつだ こういち）

51SEC journal Vol.8 No.2 Jun.2012



の人がプログラマにならないと必要なソフトウェアが作り切れないと

も言われていました。幸いそういうことにはならなかったのですが、

売れっ子作家のような天才的なプログラマにすべてを任せるという考

え方では済まない部分もあるのではないでしょうか。とんがった人を

見つけて大いに力を発揮してもらうと同時に、中堅の層を厚くするこ

とも必要ではないかと思うのです。

青野：なるほど。分野によるのかもしれませんね。

「破壊」がイノベーションを生む
松田：ところでサイボウズは、社長の言うことを聞かない天邪鬼

な性格の人を社員として集めていると小耳に挟んだのですが。

青野：そうは思っているのですが、素直な人材がお陰様で集まっ

ていると感じています。いまサイボウズに入ってくる人たちは、

ある程度出来上がったサイボウズに入ってくるわけです。そうい

う人が出す企画はぶれていないけど振り切れてもいないのです。

でも、その人が急にメンタリティを変えられるかというとそうい

うわけにはいかない。なので、天邪鬼というか、極端なメンバも

入れたいと考えています。

松田：創業当初は人の言うことを聞かないメンタリティの人が集

まってスタートしたわけですが、顧客がたくさん付くと責任も大

きくなる。そうなると、当初の会社のビヘイビアと現在とではか

なり違ってくるでしょう。

青野：そこで、社内ではプロジェクトごとに役割分担をさせてい

ます。既存の顧客に対して改善提案が出来るチームは顧客がたく

さん付いているプロダクトを担当させ、そのプロダクトを破壊し

にいくプロジェクトを周りにいくつか置いています。後者のプロ

ジェクトメンバは尖った少数精鋭のメンバです。その体制で競争

させています。

松田：これからの日本にとって一番大事なことは、アイデアや企

画を出せる人間をどのように育てるか、あるいは見つけるかとい

うことだと思います。

青野：基本的に若い子のほうが固まっていない分、突拍子もない

発想を出せると思っています。ですから、若い子に任せていくこ

とが前提にあるべきです。「こうすればうまくいく」と知っている

大人たちに任せるのではなく、20 代から30 代前半の子に破壊さ

せるほうがいいと思います。同じ人でも歳とともにメンタリティ

が変わりますから。

松田：しかし、経営者としては、破壊ばかりされても困るのでは

ないでしょうか。新しいことを立ち上げる組織は別のチームか別

の会社にするなど、手綱さばきが求められますね。

青野：私は新しいことのほうばかりをやってしまう傾向が強いの

で、既存の顧客にキッチリ安定的にサービスを提供するチームも

しっかり作っています。

松田：既存のプロダクトのバージョンアップはどのような考え方

で進めているのですか。

青野：プロダクトのバージョンが初めの頃は、要望の多いものか

ら対応していきます。すると、残る要望はグラフにするとロング

テールの状態になります。その部分を頑張って実装しても、ごく

一部の顧客しか喜ばないのですね。そうなると破壊が必要になる

のです。多くの要望を集めている機能を無視しろ、その機能を欲

しがっている人たちがびっくりするような新しいものを考えろ

と、社内に檄を飛ばしています。それをメジャープロダクトのサ

イボウズOffice でやりました。3年くらいで破壊出来たのですね。

情報システムと業務アプリケーションの統合にチャレンジしたの

です。従来のサイボウズOfficeの機能は、スケジュール、カレンダー、

掲示板でした。今は、見積り管理や営業案件管理、ユーザの声の

管理など、業務系の仕事がグループウェアの中で統合的に行える

ようになっています。新しい製品を出したとき、「うおっ」て喜ん

でくれる顧客と、これは自分の要望と違うのでがっかりされる顧

客とに分かれるのですね。「うおっ」といった顧客はまた次の要望

を出してくれるのです。それを取り込むと喜ぶ顧客がどんどん増

えてくる。プロダクトづくりは破壊と創造のサイクルですね。

松田：受託開発の場合は、開発して納めると終わりです。パッ

ケージに終わりはないのですね。

青野：終わりませんね。

品質とは顧客満足
松田：ソフトウェアの開発手法にはウォーターフォールという、

何を作るかをしっかり計画して、時間をかけて開発する手法と、

アジャイルという少人数でどんどん新しいことを追加していく手

法があります。御社はアジャイルのほうですか。

青野：そうですね。仕様を確定させて手戻りがないように実装す

ることはウォーターフォールのいい点ですが、出来上がったもの

を顧客に見せると「これではない」と言われるときがあるでしょう。

それを無くさないといけないですね。

松田：おっしゃるとおりです。

青野：ユーザインターフェイスの設計が、日本ではほとんどの

場合、後回しにされています。顧客にとっては、触れる画面こそが

最終成果物です。そこにもっとこだわりを持つべきです。日本人は

機能ばかりに目が向いて、最後のシェイプに一撃でやられてしま

う。顧客はデザインで買っているといっても過言ではないんです。

松田：あと、ウォーターフォールは品質の作り込みが出来るのに対

所長対談 Interview with Heads
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して、アジャイルは品質が疎かになるのではという見方があります。

青野：ウォーターフォールを使っている人が考える品質は、仕様

書通りに動くかどうかです。ところが私たちが見ている品質は、

そこではありません。顧客に渡して満足してもらえるかどうかが

品質なのです。例えば、ラーメン屋さんへ行って、自分が言った

通りに作ったラーメンが出てきてもまずかったらダメなんです。

自分が言ったことを無視して出てきても、うまいと「お、やるね」

と思うわけです。どちらが品質が高いかということです。

松田：顧客の満足度、あるいはびっくり度が本来の品質だと。我々

は、品質というとまず信頼性を頭に浮かべますね。止まらないシ

ステムを重視しています。ひと口に品質と言っても、分野によっ

て違うのですね。

青野：クラウドに関しては絶対止めないことに力を入れています。

日本人のこだわる信頼性がクラウドにも大事です。

松田：信頼性という品質は日本人が一番勝負できるところですね。

クラウドは企業間利用で価値を発揮する
松田：クラウドは大きな変化です。従来、パッケージとして顧客に

デリバリしていたソフトを、これからはインターネットを通じた

サービスとして提供する動きが活発になるのでしょう。

青野：そうなると確信しています。でも、意外に「あれはブーム

だ」とか「まだビジネスになるかわからない」という声が今でも

聞かれます。

松田：従来からのビジネスモデルをキープしたいという気持ちも

ありますからね。パッケージソフトを売る会社にとってクラウド

は一種の価格破壊をもたらしていますから。そういうこともあっ

てか、中堅・中小企業ではクラウドは言われているほど伸びてい

ません。

青野：私たちにとってはそれがラッキーなんです。みんなが遅れ

てくれるので。例えば、セールスフォース・ドットコムは日本で4,000

社の顧客を持っていると何かの記事で目にしたことがあります

が、パッケージを手がけていないので失うものがない。サイボウ

ズも頑張ってクラウドを作ってきたのですが、彼らに比べると出

遅れたかなと思っていました。でも、クラウド版のサイボウズを

昨年11月にリリースしたところ、6カ月間で1,000 社以上に採用

されました。実際に顧客の側に変化が起きていて、私たちも予想

以上の反響に驚いています。クラウドの波は確かに来ています。

来年にはアメリカとアジアでクラウドを立ち上げようと考えてい

ます。私の中ではシリコンバレーが最高峰です。アメリカに勝て

るものを作っているつもりです。

松田：中小企業でのクラウド利用の中心はメールやスケジュール管

理などで、業務処理的なものはまだ手が着いていないですね。今後

は給与管理や会計処理が利用されるのではないかと思っています

が、今後のクラウド利用についてどのように考えていますか。

青野：私は、メールや会計などはクラウド化しなくてもいいと

思っています。なぜかというと、所詮自社の中で完結する業務だか

らです。クラウドを利用すると画期的に変わる仕事は企業間の仕事

です。社内で行う業務は社内のサーバを利用してもいい。でも、

会社と会社の業務はサーバが社外にないと行えない。もう一歩踏

み込んで、社内の業務の中でも、社外の人を巻き込むとものすご

く便利になるような仕事があります。例えば見積りがそうです。

顧客が入力したデータがそのまま見積りになれば、何度もやりと

りをする必要がなくなります。見積り一つ取ってもクラウドに

よって劇的に便利になります。

松田：企業同士、あるいは顧客と企業がシェアするサービスや情報

を社外に持っていくことが、クラウドの本質的な価値だということ

ですね。

青野：実際、私たちが昨年出したkintone というプロダクトは業

務アプリケーションを作るためのクラウド基盤なのですが、その

利用目的の何割かは企業間の仕事です。社外の人にIDを渡せば、

自分が入力しなくてもいいということが分かるんですね。

松田：最後に、世界で勝負するソフトウェアを生み出すために大

切にしていることを伺いたいと思います。

青野：今日の対談のキーワードになっている、メンタリティを生

かしたジャンルを切り開くことです。車だったら低燃費でしょう

か。家電だったら小型化かもしれません。海外の人がこだわらな

い部分で製品なりサービスを出すとオンリーワンになり、ナン

バーワンになれる。ソフトも同じです。大切なのはアメリカ流の

ITに付き合わないことです。日本は、全然違う切り口でソフトを

作ればいいと思います。

松田：ありがとうございました。

文：小林 秀雄　　写真：越 昭三朗
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●1 情報システムの高信頼化対策
（1）	 ソフトウェア品質を利用者にわかりやすく
	 説明する仕組みの規程類を整備
　我が国が、高い安全性・信頼性を強みとしたシステムの
輸出拡大を図っていく上でも、その安全性・信頼性を第三
者の裏付けを持って説明する国際的な相互運用性を持った
検証制度の構築が期待されている。こうした背景の下、
2010 年度には「第三者検証検討部会」を設置し、制度構
築に向けた検討を開始し、「ソフトウェア品質監査制度（仮
称）」の枠組み案を策定した。2011 年度は、前年度の部会
活動をまとめた報告書を公開するとともに、「ソフトウェ
ア品質監査制度（仮称）」の制度化に向けた部会を設置し
て監査の枠組みを詳細化し、監査基準、審査基準策定指針
及び認定基準等の規程類（原案）を作成した。
　更に 2013 年度からの制度運用開始を目指し、制度構築
に向けての模擬実験（12 件）を採択した。

（2）	 実稼働システムの外部設計書を題材に
	 形式手法の有効性を検証
　ソフトウェアの高信頼性を実現する手法として、仕様書
のフォーマルな記述（形式手法）の重要性が高まっている。
SECは、株式会社東京証券取引所（東証）の協力により、
実際に開発され運用されている情報システムの外部設計書
を題材として、設計書の検査に形式手法を適用する実験を
行い、その結果をとりまとめた。実験の結果、東証が「設
計書の修正が必要」と評価した指摘事項を 22 件検出、う
ち 13 件は、実際の開発では外部設計より後の工程で発見
されていたものであり、この結果から、外部設計書の検査
に形式手法を適用することにより、潜在的問題の早期発見
が可能となる効果を確認できた。

（3）	 プロセス評価・改善の有効性を確認
　日本企業のグローバル化に伴い、ソフトウェアの開発・
運用プロセスの国際標準化への対応が強く求められている。
　SEC では、中小企業向けの自律的プロセス改善手法、
及びその国際標準化への取り組みを強化した。
　具体的には、中小企業や組織におけるプロセス改善の推
進を目的とするプロセス改善手法である「SPINA3CH 自

律改善メソッド※1」のワークシートとその利用ガイドを改
善活動に役立つヒント等を盛り込んで公開した。また、模
擬実験により、ソフトウェア開発現場の技術者が気づいた
問題を可視化・整理し自発的にプロセス改善活動を進める
ことが出来ることを確認した。

（4）	 高い回復力（レジリエンス）を持つ情報システムの
	 構築を検討
　企業や地方公共団体等における ITサービス継続のため
に、高い回復力（レジリエンス）を持つ情報システムの構
築について検討した。その結果を、①主に経営層に向け、
システム構築の考え方と方法を平易に解説した「高回復力
システム基盤導入ガイド（概要編）」、②システム部門に向
け、非機能要求グレードを活用しシステム構築計画策定の
具体的な手順をとりまとめた「高回復力システム基盤導入
ガイド（計画編）」としてまとめた。

●2 地域・中小企業を支援するための活動
（1）	 成果の民間企業・団体への移行を推進
　SEC のこれまでの成果を地域・中小企業に展開するた
め、民間企業・団体に移行することに努めた。
　ドイツ・フラウンホーファ協会実験的ソフトウェア工学
研究所（IESE）との共同研究の成果である「工数見積り
手法（CoBRA）」を、CoBRA研究会へ技術移転した。また、
組織ゴールからその実現のための戦略を作成する「GQM+
ストラテジー※2」についても複数企業とパイロットテスト
を重ね、より一層の普及を図るためにワークショップ用の
課題を開発した。

（2）	 定量的プロジェクト管理ツールの開発・公開
　地域・中小企業におけるソフトウェア開発プロジェクト
の定量的管理手法の普及を図るため、企業に広く普及して
いる開発管理プラットフォームへの導入が可能な「定量的
プロジェクト管理ツール」を開発し、オープンソースソフ
トウェアとして公開した。同ツールの早期普及展開を図る
ために実施した企業などへの訪問説明では、「同ツールは、
管理用データ入力などの余分な作業コストをかけることな
く、進捗度合い・工数・コスト等の統計データが収集出来

2011年度
活動概要

特 集

SEC2011年度活動概要
SEC 企画グループ
グループ長

保立 久幸
SEC 企画グループ
主幹

江野村 亮輔
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るため大変有用」との評価を得た。

（3）	 組込みシステム開発技術を解説できる人材を育成
　技術や手法そのものの普及だけでなく、組込みシステム
開発技術リファレンスシリーズを解説出来るセミナー講師
の育成にも着手した。具体的には、「組込みソフトウェア
開発向けコーディング作法ガイド［C言語版］（ESCR※ 3）」
のトレーナー養成コースを開発し、指導要領や教育コンテ
ンツ等の教材を整備した。トライアルを含めトレーナー養
成セミナーを計 3回（参加者 43 名）実施した。これらセ
ミナー受講者の所属する団体・組織のうち、県立広島大学
等では既に ESCR の教育活動が始まっており、成果の一
層の普及が期待される。

（4）「組込みソフトウェア向けプロジェクト計画立案
	 トレーニングガイド」の発行
　組込みソフトウェア開発において実態に即したプロジェ
クト計画書の策定を可能にする「組込みソフトウェア向け
プロジェクト計画立案トレーニングガイド（ESMG）※4」
を発行した。本書では、プロジェクト計画立案における思
考過程を客観的に整理して、その作業過程を分かりやすく
解説した。これにより、プロジェクト計画立案に課題を持っ
ている開発リーダや、プロジェクトマネージャを目指す若
手のソフトウェア技術者がより良いプロジェクト計画書を
作成出来るようになる。

（5）	 ソフトウェアエンジニアリング手法を導入・促進
	 するための広報活動
　地域・中小企業へのソフトウェアエンジニアリング手法
の導入促進のために以下の広報活動を実施した。
①地域団体や業界団体と連携し、SECセミナーを計 63 回
開催。地方で開催した SECセミナーは、17 回すべてで
地域団体等の主催または共催により開催し、継続的に地
域団体の活動を支援した。
②ソフトウェア開発環境展（SODEC）及び組込みシステ
ム開発技術展（ESEC）等に出展。来場者へのアンケー
トでは、約 8割から高い評価を得られた。

●3 SEC 成果の国際的情報発信、国際連携
（1）	 海外政府関係機関との連携を強化
　2010 年度から主要な海外政府関係機関である米国商務
省国立標準技術研究所（NIST）及びフランス国原子力・
代替エネルギー庁システム統合技術応用研究所（CEA-
LIST）との連携を開始しているが、2011 年度は、各機関
との一層の連携強化に努めた。NIST とは、第 2回定期協
議を 2012 年 1 月にワシントンで開催し、日本から国内に
おける「ソフトウェア品質監査制度（仮称）」の検討状況
を紹介するとともに、今後新たに整備される基準、規程類
に関し、情報交換と制度化に向けた意見交換を継続してい
くことを確認した。
　また LIST とは、2011 年 9 月に研究協力に関する相互
協力協定を締結し、同協定の初の協力活動としてモデル
ベース開発技術に関する国際ワークショップを開催した。

（2）	 SEC成果に基づく国際規格を発行
　国際規格への反映を目指し、国際標準化の提案を進めた
結果、ベンチマーキング関連などの 2件の国際規格が発行
され、2件の審議文書が承認された（71 頁参照）。日本企
業にとって馴染みの深い手法がグローバル競争の基盤とし
て制定されたため、中小企業等の海外進出や日本と同等品
質の海外オフショア開発実現等の一助として、我が国産業
の国際競争力向上が期待される。

　次頁からは、これらの内容について詳しく紹介する。

SEC2011年度活動概要 　2011 年度、SEC は、IPA 第 2 期中期計画（2008 年度～ 2012 年度）の終盤の年度として、目標である「IT システム
の信頼性確保」、「地域・中小企業の支援」、「海外有力機関等との連携強化」の着実な達成と次期中期計画への展開を考慮した
活動を進めてきた。本稿では、2011 年度の主要な成果概要を紹介する。

※ 1	 SPINA3CH自律改善メソッド：Software Process Improvement 
with Navigation，Awareness，Analysis and Autonomy for 
Challenge 自 律 改 善 メ ソ ッ ド，http://sec.ipa.go.jp/
reports/20110707.html

※ 2	 GQM+ストラテジー：Goal Question Metric + Strategies，組織
のゴールと結び付けた IT 戦略の実施において、前提とする事実
及び過程への考察からゴール成就への影響とリスク評価を行う
方法論。IESEが開発。

※ 3	 ESCR：Embedded System development Coding Reference
※ 4	 ESMG：Embedded Systems development Management 

planning training Guide

脚注
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●1  はじめに
　統合系プロジェクトは、SEC における第 3 の研究領域
として 2010 年度初頭に発足した。その目的は、エンタプ
ライズ系と組込み系のシステムが高度に連携し一体として
機能する統合システムの信頼性向上に向けたエンジニアリ
ング上の諸課題の解決である。折しもこの年は、北米にお
ける日本車の急加速問題が発生し、米議会を中心に電子制
御システムの不具合が疑われた時期だった。そこで、今後
急速に社会インフラ化していく統合システムにおけるソフ
トウェア及びシステムの信頼性に関する社会の安全・安心
を実現するため、ソフトウェア品質の客観的説明力強化に
向けた制度整備が統合系プロジェクトの最初の検討課題と
なった。およそ半年にわたる議論の結果を、ソフトウェア
品質監査制度（仮称）の基本的な考え方を示すフレーム
ワークとして、中間報告の形で 2011 年 9 月に公開した。
　統合系プロジェクトでは、発足 2 年目を迎える 2011 年
度は、上記中間報告の公開後、直ちに関係部会及びワーキ
ンググループを編成し、同制度の具体化に向けた検討を開
始した。また、年々大規模化、複雑化していく統合システ
ムの高信頼化に深く関わる上流工程のプロセス強化に向
け、これまで欧米に比べ実業界での適用が出遅れていた形
式手法の実証実験やスキル強化のための教材開発にも着手
した。さらに、利用者側の要求の変化にも柔軟に対応でき
る設計・開発面での工学手法として、モデルベース開発技
術の体系化を進める担当部会を設置し、取り組みを行った。

●2 統合系プロジェクトの取り組み概要
　ここで改めて、2011 年度統合系プロジェクトの取り組
みの全体像を概説する。
　今後、増加すると考えられている統合システムは、

（a）スマートコミュニティのように様々な製品が相互接続
され、全体が一つのシステムとしての機能を果たす。

（b）その際、装置・システムが当初の想定とは異なった
使い方をされる場合もあり、利用者の利用形態も徐々
に変化していくと考えられる。

（c）更に、統合されたシステムのため、1 つの装置・部品
の不具合の影響が急速に波及し、全体に重大な影響を
与える可能性もある。

といった特徴を持つ。
　このような統合システムを利用者にとって安全・安心な
ものにするため、以下の 4 つの観点から取り組みを行った

（図 1）。
①品質説明力強化
　前述の通り「ソフトウェア品質監査制度（仮称）」の
2013 年度運用開始に向けた取り組みを行った。
②上流工程プロセス強化
　2011 年度 SEC で実施した「ソフトウェア産業の実態把
握に関する調査」（図 2）によると、不具合を作り込まれ
た工程は、組込み系、エンタプライズ系とも「企画・仕様」
から「ソフトウェア設計」までの上流工程が約半分を占め
ており、統合システムでは、この工程における品質向上が
信頼性向上やコスト削減のため更に重要となる。
　そこで統合系プロジェクトでは、「形式手法」や「モデ
ルベース開発技術」による上流工程の高品質化を目指した
取り組みを進めた。とくに 2011 年度は、これまで適用が
遅れているといわれていた情報系の実稼働システムに対し
て形式手法の実証実験を行い、システムの上流段階での不
具合検出の有効性を確認することができた。
③組織的取り組み強化
　ソフトウェア産業の実態把握に関する調査（図 3）によ
ると、ソフトウェア不具合の再発防止策は、組込み系、エ
ンタプライズ系とも開発プロセス改善や技術者育成といっ
た取り組みが上位を占めている。日本の場合、欧米に比べ
て品質意識は強いものの、対策のルール化、責任の明確化
等は不十分といわれており、品質向上に向けては事業者、

2011年度
活動概要

統合系

特 集

発足後2年目を迎えた
統合系プロジェクトの取り組み
SEC
副所長

立石 譲二†

SEC統合系
プロジェクトリーダー

中村 雄三

統合システム
異種・多様なシステムが接続 

利用形態の多様化、
当初想定外の利用 

不具合の高速な伝搬、
甚大化 

安全・安心 

① 品質説明力強化 
ソフトウェア品質監査制度（仮称）

障害再発防止の組織的マネジメント
信頼性自己診断ツール
ソフトウェア産業実態調査　等 

② 上流工程プロセス強化

③ 組織的取り組み強化 ④ 体系的人材育成強化

形式手法・モデルベース技術
その人材育成　等 

共通キャリア・スキルフレームワーク
（ITSS、UISS、ETSSの体系化） 

図１　統合系プロジェクト2011年度の４つの取り組み

†　2012 年 5 月に経済産業省に帰任。
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及び開発者が組織的な取り組みの強化に努める必要があ
る。そこで、情報システムの企画・開発から保守・運用に
わたり、関係者が遵守すべき事項の実施状況を診断する「信
頼性自己診断ツール」の提供、ユーザ企業での「情報シス
テム障害の再発防止のための組織的マネジメントの調査」
や前出の「ソフトウェア産業の実態把握に関する調査」等
を実施した。
④体系的人材育成強化
　製品・システムの大規模化・複雑化、更には利用形態の
多様化が進む中では「統合システム時代に企業のビジネス
目標達成に貢献できるバランスのとれた人材育成」が重要
である。そのための共通キャリア・スキルフレームワーク
の体系化に向けて IT 人材育成本部と連携し取り組んだ。

●3 統合システムの進展に向けて
　2012 年度は統合系プロジェクト発足 3 年目となり、IPA
第 2 期中期計画の最終年度としての節目を迎える。そこで
ソフトウェア品質監査制度（仮称）の 2013 年度の制度運
用開始に向けた取り組み等、統合系プロジェクト 3 年間の
事業成果を取りまとめる。それとともに、今後増加が見込
まれる統合システムに関して、まだ未着手の課題も多いた
め、利用者の安全・安心や国際的競争力の強化の観点で、
更に取り組みを強化していきたい。 

図2　不具合の原因工程と発見工程［実態把握調査］

図３　 ソフトウェア不具合に起因する品質問題の再発防止策［実態把握調査］
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不具合原因比率 不具合発見比率

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40%

不具合原因比率 不具合発見比率

企画・仕様

システム設計

ソフトウェア設計

ソフトウェア実装・デバッグ

ソフトウェアテスト

システムテスト

運用・実機テスト

企画・仕様

システム設計

ソフトウェア設計

ソフトウェア実装・デバッグ

ソフトウェアテスト

システムテスト

運用・実機テスト

エンタプライズ系
（不具合原因N=32、不具合発見N=30）：平均値

組込み系
（不具合原因N=92、不具合発見N=84）：平均値

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

ソフトウェア開発プロセスの見直し

原因調査結果の公表・情報公開

製品出荷にいたる業務プロセスの見直し

技術者への品質管理教育の実施

技術者教育・研修の見直し・強化

品質管理基準・規定の策定・見直し

開発組織とは独立した組織による原因調査

管理者への品質管理教育の実施

OAスペシャリストの配置・増強

管理者教育・研修の見直し・強化

品質管理組織の設立・強化

経営幹部への品質管理教育の実施

経営幹部教育・研修の見直し・強化

その他

特にない

ソフトウェア開発プロセスの見直し

技術者への品質管理教育の実施

原因調査結果の公表・情報公開

製品出荷にいたる業務プロセスの見直し

技術者教育・研修の見直し・強化

品質管理基準・規定の策定・見直し

管理者への品質管理教育の実施

管理者教育・研修の見直し・強化

品質管理組織の設立・強化

OAスペシャリストの配置・増強

開発組織とは独立した組織による原因調査

経営幹部への品質管理教育の実施

経営幹部教育・研修の見直し・強化

その他

特にない

エンタプライズ系
複数回答N=77 

組込み系 
複数回答N=170 

［実態把握調査］IPA/SEC：「ソフトウェア産業の実態把握に関する調査」
の報告書，http://sec.ipa.go.jp/reports/20120427.html

参考文献
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　利用者が安心してシステムを使えるようにするために
は、第三者がシステムの信頼性や安全性を客観的に評価し
て、利用者にわかりやすく説明することが有効である。
IPA/SEC は、そのための仕組みとして「ソフトウェア品
質監査制度（仮称）」の制度化に向けた取り組みを推進し
ている。
　2011 年度は、制度に必要な規程等の内容を議論し、文
書を整備するとともに、模擬的な実験に着手した。

●1  ソフトウェア品質監査制度（仮称）の概要
　ソフトウェア品質監査制度（仮称）の概要を図 1 に示す。
事業者が主張する製品・サービスの安全性等に対して、ソ
フトウェアが重要な役割を担う製品・サービスを対象に、
第三者である監査機関が事業者の提出する設計書やテスト
結果等の内容を監査する。監査機関は独立した検証機関の
テスト結果も参考とするなど十分な監査を行い、その結果
を利用者に提示することにより、利用者は安心して製品・
サービスが利用できることになる。

●2  監査フレームワークと監査基準や
      監査実務に関する文書の整備
　2011 年度は、監査の品質を保つための、監査基準と監
査実務ガイドラインを整備した。整備にあたっては、国際
的にも通用する制度にするために、会計監査の監査フレー

ムワークを参考として、監査フレームワークの詳細化を進
めた。
　図 2 が本制度の監査フレームワークである。基本的には
会計監査の監査フレームワークと同様の枠組みとした。主
題とは、想定利用者が知りたい事であり、監査で保証して
もらいたい事項をいう。この事項を具体的に文書化したも
のが主題情報であり、ここでは記述書と呼ぶこととする。
事業責任者は、品質目標やその目標を達成するために実施
した設計方法、テスト結果などの具体的な証拠に基づき、
本制度の審査基準並びに審査基準を満たす社内規定に則っ

2011年度
活動概要

統合系

特 集

ソフトウェアの品質説明力強化
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図1　ソフトウェア品質監査制度（仮称）の概要
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図4　審査基準にかかわる文書類の位置付け

図5　模擬実験の観点と模擬実験一覧

てソフトウェアの開発を行った事等の記述書を作成する。
　監査人は、開発する上でのルールが整備されているか、
そのルールが正しく運用されているか、ソフトウェアに適
用した技術が妥当であるかを調べたのち、記述書が合理的
に保証できるものかどうかを意見として述べることにな
る。利用者は第三者である監査人の意見を参照可能であり、
安心して製品やサービスが利用できる。
　上記フレームワークを踏まえ、監査人の行動規範を定め
た監査基準及び監査実務のために参照される監査実務ガイ
ドラインの文書を整備した（図 3 参照）。

●3 審査基準を策定するための
     指針の整備
　個々の製品・サービス等の技術的な詳細はその分野の専
門家でないとわからないことが多い。そのため、本制度で
は、その製品・サービス等の業界団体が審査基準を策定す
る役割を担うことを想定している。
　2011 年度は、製品・サービス等により異なる審査基準
を策定する業界団体が、審査基準を策定する際に必要とな
る文書体系を整備した。
　審査基準は、製品・サービス等の分野ごとに作成するこ
とにはなるが、その分野によらず、網羅性・妥当性のある
審査基準が策定されるように、文書体系の検討と整備を進
めた。
　具体的には、審査基準の定義と記載すべき項目の要件を
定めた「審査基準定義書」、審査基準策定方法の指針を示
した「審査基準策定ガイドライン」、監査人が審査を行う
際の指針を示した「審査基準適用ガイドライン」、いろい
ろな業界団体が実際に審査基準を策定する際の見本となる

「審査基準リファレンスモデル」の 4 文書である。これら
4 文書の関係を図 4 に示す。

●4  制度の実証評価
　2011 年度は、制度制定前ということもあり、既存の監
査や認証の仕組みを参考にして、実際のシステムや製品を

対象とした監査に関わる負荷を評価する実験（以下、「模
擬実験」）に着手した。着手した模擬実験は、図 5 右の表
にまとめた通りである。模擬実験における評価の観点は、
図 5 左の表に示すように、本制度の監査で見込まれる作業
の洗い出しを行う「ギャップ分析」、並びに、監査作業の
コストや作業自体の実現可能性を評価する「コスト評価」
と「フィージビリティ評価」の 3 つに絞った。これらの模
擬実験の結果は、2012 年度以降の本制度制定活動に反映
し、より良い制度にしていく。
　模擬実験の例としては、車の集中ドアロックシステムを
題材に ISO 26262 をソフトウェア品質監査制度（仮称）の
審査基準に見立て、その適合作業のコストを GSN ※１で作
成した品質説明を基に評価する実験やカーナビゲーション
の利用において、車の安全な走行の妨げとなる可能性のあ
る要因（走行中の操作など）を洗い出し、その要因への対
処方法に関する監査コストを評価する実験などがある。

●5  今後の取り組み
　2012 年度は、今年度作成した各種規程類の文書を、精
査した上で公開し、広く意見をいただく予定にしている。
　また、2013 年度には、先行分野からの運用を目指し、
適用分野の検討と普及促進について一層の加速を図ってい
く。

審査基準
定義書

審査基準に関する
原則と定義の規定

社内規程
審査基準に適合した
社内の開発規程等

審査基準策定
ガイドライン
審査基準策定機関が
審査基準を策定する
際に利用する指針

審査基準
リファレンス
モデル

審査基準の事例

審査基準適用
ガイドライン
監査人が審査を行う
際に利用する指針

1. 序論
1.1 目的
1.2 前提知識
1.2.1 対象製品・
システムの固有事項
1.2.2 共通記述パターン
2. 本審査基準の
適用範囲等
2.1 適用範囲
2.2 引用規格・関連規格
3. 審査基準の構成
3.1 審査基準の全体構成
3.1.1 組織能力
3.1.2 品質ライフサイクル

4. 審査項目
4.1 組織能力に
関する項目
4.2 品質ライフサイクル
に関する項目
4.2.1 企画品質
4.2.2 開発品質
4.2.3 製造品質
4.2.4 販売流通品質
4.2.5 運用保守
サービス品質
4.2.6 廃却品質

5. 本審査基準とメンテナンス
5.1 審査基準の更新と
メンテナンス
5.1.1 技術の進歩に応じた
見直し基準
5.1.2 利用環境の変化に
応じた見直し基準
5.1.3 定期的な見直し基準
5.2 審査基準の制約等
付録
A. 用語の定義
B. 記号および略語
C. 付属書
D. 参考文献

審査基準 
定義書 

審査基準 
適用 

ガイドライン 

審査基準 
策定 

ガイドライン 

審査基準 

審査基準 
リファレンス 
モデル 

審査基準 
策定機関 監査人 

監査 

社内規程等 

監査対象 

被監査 
事業者 

●模擬実験の観点 ●模擬実験の実施
パッケージソフトウェア品質認証制度のフィージビリ
ティ評価及び監査制度導入によるコスト評価

種類 ①

独立検証機関による形式手法を用いた第三者検証
のコスト評価②

既製システムをソフトウェア品質監査制度（仮称）に
適用する場合のフィージビリティスタディ③

製品マニュアルと製品テスト結果のトレーサビリティ
確保に係るコスト評価④

製品利用情報を分類する際に係るコスト評価⑤
「車載システム開発時に使用するソフトウェアツール
に対してISO 26262の安全要求事項を満たす為に
必要な具体的な作業項目の考察」

⑥

ICカードを用いた社会情報基盤システムにおける、安
全性とセキュリティの同時認証に関する実証実験⑦

ソフトウェア品質監査制度（仮称）導入に伴い発生
する開発工程負荷の評価・分析⑧

カーナビゲーションシステムにおける利用品質（安全
性）に対する監査内容の提案とコスト算出⑨

「ＣＯ２無線測定センサーを対象とした監査レベル別
コスト評価」⑩

モデルベース開発ツールを活用した際のフィージビリ
ティの効果検証⑪

ソフト開発データにおけるトレーサビリティ確保の効
果検証⑫

フィージ
ビリティ
評価

コスト
評価

ギャップ
分析

分野／企業横断的なシステムや製品

市販のパッケージソフトウェアやフリー
ソフトウェアを用いたシステムや製品

その他（制度フレームワーク案から
読み取れるもの）

独立検証機関の、監査や審査への
参画の許容

利用品質の確認や向上への、
利用者情報や利用情報の活用

監査の指摘事項反映の影響を抑える、
開発と監査の並行実施（同期監査）

機密情報漏洩リスク低減のための、
開発者内部と外部の審査官の間の連携

その他（制度フレームワーク案から
読み取れるもの）

既存の認証制度や監査制度を補完

その他（制度フレームワーク案から
読み取れるもの）

実験で焦点を当てる本制度の特色

※ 1	 GSN：Goal Structuring Notation，安全要求の記述に向いてい
るゴール指向の表記法の 1つ。
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　日本におけるソフトウェア開発プロジェクトの成功率
は、その定義及び規模・複雑性などによって異なるが、
30％から 70％と語られている。乱暴な言い方をすると、
約半分は何らかの意味で開発に問題を抱えていると言え
る。その原因として、例外なく語られるのは、開発工程の
上流における「コミュニケーションの問題」である。
　近年とくに、ソフトウェア開発におけるステークホルダ
の多様性が増し、かつ、各ステークホルダは異なる背景の
もとに異なる言語を用いており、まさしくバベルの塔の状
況になっていると言える。言語は、それが使用される環境
に依存するところがあり、一つの言語を希求するのは現実
的ではないと考えられる。ソフトウェアは、組織や団体、
及びビジネスが要求していることを実現すべくコンピュー
タ内にて実行されるものである。最初のことばが、「新商
品とそれが付帯するサービスの何々を実現して欲しい」と
いうことばであるときに、コンピュータが解釈・実行でき
るものに変換されていないと実現されない。「コミュニケー
ションの問題」は、最初のことばと実行されることばへの
変換の過程で起こる。形式手法及びモデリングは、この問
題を解決する一つの方法と考えられている。
　SEC が 2011 年度に取り組んだ、形式手法とモデリング
技術に対する成果を以下に報告する。

●1 「形式手法の観点から要求分析の
     サンプル事例作成」報告書
　SEC が開発した「定量的プロジェクト管理ツール」の
発注仕様書は、従来手法で記述されているが、形式手法の
観点で見るとどのように要求分析が可能かを調査した。そ
こで確認された項目を、今後仕様書を書いていく上での留
意点として次に示す。
①システムの責務と外部システムによって提供される責務

を明確化する。
②システム境界の認識をより早く特定する。
③用語のぶれをなくす。
④権限の概念を明確化する。
⑤何をカスタマイズ可能にするべきかの定義をする。
　これらは、要求分析において形式手法を採用することに

より可能になったものであり、「厳密な仕様記述 WG」にて、
引き続き検討していく予定である。

●2 「高品質システムの実現～形式手法
導入のためにあらかじめ理解して
おきたい事項～」教材の作成

　SEC では、2007 年より「高信頼ソフトウェア構築技術
に関する動向調査」を実施しており、2010 年 3 月には、「高
信頼性システム開発技術の動向～形式手法を中心として
～」を報告書としてまとめている。国内外の調査及びその
検討を通して、形式手法が「高信頼性システム」の実現に
は有効であるという結論に至ったが、同時に、形式手法が
思いのほか実際に使われていないことも認識した。これを
受け、2010 年度から、形式手法に関する入門教材の開発
を始めた。
　2011 年度にはこの教材を用いて 3 回のパイロットコー
スを実施し、その結果をフィードバックした新教材※ 1 を
作成した。新教材は、形式手法のハードルが低いものであ
ると認識してもらうことを目的とし、実践をベースとした
モジュールからなる（表１）。教材の使用目的に合わせて
組み換えが出来るようなシラバスも準備されている。

●3 形式手法の有効性実証実験
（1）活動成果
　形式手法は、とくに業務系情報システムの開発ではその
活用が進んでいるとは言い難い状況である。形式手法の使

2011年度
活動概要

統合系

特 集

形式手法・
モデルベース開発技術の推進
SEC
調査役

新谷 勝利
SEC統合系プロジェクト
研究員

向山 輝
SEC統合系プロジェクト
研究員

内田 功志
SEC統合系プロジェクト
研究員

秋本 芳伸†

†　2012 年 4 月に有限会社ワイツープロジェクトに帰任。

－なぜ形式手法かA

－なぜ形式手法かB

－形式手法導入に関わるガイダンスA

－形式手法導入に関わるガイダンスB

－事例：成功事例

－事例：種々の事例

－事例：実証実験

－実践法：モデル化の手順と事例

－実践法：モデル化の課題例

表1　新教材のモジュール
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い方や効果、必要工数など、開発現場が導入を検討する際
に参考にできる実践的な事例情報が少なく、そのために実
践的な事例も増えない、という事情が背景にあると考えら
れる。そこで図１に示すように、以下の情報収集を目的と
して、実システムを対象とした形式手法の適用実験を実施
した。
・形式手法をどのように利用すると、どのような効果があるか
・形式手法を利用するためには、どの程度の作業工数が必要か
　本実験は、株式会社東京証券取引所の協力により、実際
に開発され運用されているシステムの外部設計完了時の設
計書を対象として行った。実験の方法は次の通りである。
・設計書の一部を形式仕様言語による記述（形式記述）に変換
・専用の支援ツールを使って形式記述を検証
・この過程で検出された設計書の指摘事項に対して、設計書提

供者が妥当性を評価

　実験では 55 件の指摘事項が検出され、設計書提供者が
「同じシステムを再度開発すると仮定した場合に、指摘事
項について設計書の修正が必要か」という観点で評価した
結果、うち 22 件が「設計書の修正が必要」と判定された。
さらに 22 件の内訳を調べた結果、13 件は実際の開発時に
は外部設計より後の工程で発見されていた問題であった。
また、9 件については、実際の開発時には関係者全員が周
知していた内部ルールや常識的に判断可能と考えられてい
たものであり、設計書に明記されていなくても開発に支障
がないものであったが、オフショア開発など、暗黙のルー
ルが必ずしも通用しない状況を想定すると、設計書の修正
が必要なものであった。
　これらの結果から、外部設計書の検査に形式手法を適用
することによって、従来の方法では発見されにくい問題が
発見可能であり、設計書の品質向上と問題の早期発見によ
る開発コスト低減の可能性を示すことが出来た。

（2）今後の予定
　今後は、今回の実験結果の形式手法導入教材への反映を
図る。また、形式手法の使い方として、「検査」ではなく、

「設計書を作成する過程に形式手法を使う」場合の有効性
を実証する実験を行う予定である。

●4 モデルベース開発技術の適用に
     関する検討
（1）統合システムモデリング技術
　統合システムには様々な課題（リスク）がある。とくに
情報システムと組込みシステムを統合した場合に、「障害
の影響が予測出来ないことがある」という問題は、それぞ
れの代表的な開発手法（MDD ※ 2 と MBD ※ 3）が異なって
いるため、解決が困難と考えられた。これらの開発手法を
統合することで、互いの弱点を補える可能性を見出し、さ
らに開発者が相互に手法の違いを理解することが出来、課
題解決に対するある程度の道筋が出来たと考えられる。
　さらに、統合システム全体（System of systems）の課
題である、「上流設計段階での統合システム全体としての
信頼性評価の実施」を解決する必要がある。これには、シ
ステムズエンジニアリングによる解決策として MBSE ※ 4

の適用が有効と考えられるため、今後、我が国のシステム
開発現場に適用出来るように検討を進める必要がある。

（2）ユーザモデリング技術
　製品に対する満足度の指針の一つである「利用時の品質」
の向上のためには、製品に対するユーザの振る舞いを理解
した上で製品を設計・開発する必要がある。ユーザの振る
舞いを定義するユーザモデルは設計検証や開発検証だけで
なく、製品設計時においても重要になると考えられる。
　ユーザモデルのモデル化技術の要件をまとめるため、
ユーザモデルを構築する技術に関する調査※ 5 を行うとと
もに、ユーザプロファイルからユーザモデルを構築するま
での開発プロセスについて検討を行った。
　今後は、MBSE の議論の中でユースケースの一つとし
てユーザのモデル化について検討していく予定である。

（3）消費者機械安全標準化
　消費者機械※ 6 の機能安全の標準化について検討を行い、
2011 年 12 月に OMG ※ 7 から RFI ※ 8 を発行した。今後こ
の RFI のレスポンスを含めて検討を続け、2012 年度には、
RFP ※ 9 を提案、Rev1.0 のリリースを予定している。

図1　形式手法の有効性実証実験方法

外部設計

外部設計書

開発工程 テスト実装内部設計

形式記述に変換

専用支援ツールを使って検証
指摘事項

設計書提供者

評価

※ 1	 新教材：2012 年度上期公開予定。
※ 2	 MDD：Model Driven Development
※ 3	 MBD：Model Based Development
※ 4	 MBSE：Model Based Systems Engineering
※ 5	 調査：「利用者品質の確保に向けたユーザモデリング技術実用化

調査」，2012 年度上期公開予定
※ 6	 消費者機械：一般ユーザが利用する自動車、家電、サービスロボッ

トなどの機械製品に対する造語。
※ 7	 OMG：Object Management Group
※ 8	 RFI：Request For Information
※ 9	 RFP：Request For Proposal
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　国民生活や社会経済活動に大きな影響を及ぼす情報シス
テムの障害は、この 1 年間を見てもかなりの数が発生して
いる［SEC journal 26 ～ 28］。高信頼なソフトウェアを開
発するとともに、過去の障害の経験から障害を事前に察知
し、発生を未然に防ぐための組織的な取り組みが求められ
ている。2011 年度はその取り組みの強化に資するための
調査検討を行った。

●1  高信頼システムの構築・運用対策の
      見える化
　2010 年度に実施した「信頼性自己診断に基づく情報シ
ステム信頼性向上の取り組み状況調査」の結果に基づき、
経済産業省が 2009 年 3 月に発行した「情報システムの信
頼性向上に関するガイドライン第 2 版」、及び同年 9 月に
発行した「情報システムの信頼性向上に関する評価指標第
1 版」、同年度に IPA/SEC が公開し運用中である「信頼性
自己診断ツール」の改善ポイントを取りまとめて公開する
とともに、経済産業省に提案した。

●2 情報システム障害の再発防止のための
     組織的マネジメント
　金融、運輸、製造事業者が過去のシステム障害の経験か
ら情報システムの管理体制を整備して、障害の発生や影響
が事業者内外に及ばないように取り組んでいる事例を調査
した。その結果をもとに障害管理 WG において検討し、
各事業者の取り組みに共通する構造及び特徴的な事例を整
理し「情報システム障害の再発防止のための組織的マネジ
メントの調査 WG 報告書」としてまとめた。障害の低減
に成功している事業者は、品質向上の取り組みを PDCA
サイクルで実践したり、稼働品質の目標達成に責任を負う
管理責任者が PDCA サイクルを回したりしていることが
分かった（図 1）。そのポイントは次の通りである。

①必ず管理責任者の指揮のもとで実行
②自社の情報システムの役割・位置づけを整理（システ

ムを 4 段階程度の「重要度の指標」にあてはめる、な
ど）

③業界ごとに異なる慣例に配慮して、稼動品質の目標を
相対的に設定

④品質向上施策の検討（「情報システムの運用期の品質」
を確保する視点が重要）

⑤人材面での取り組み（障害事例の共有と課題意識の醸
成、など）

　　報告書は 2012 年 4 月 5 日に公開した［報告書］。

2011年度
活動概要

統合系

特 集

高信頼なソフトウェアの
開発・管理に向けて
SEC統合系プロジェクト
研究員

三毛 功子

SEC統合系プロジェクト
研究員

金沢 成恭†

SECエンタプライズ系プロジェクト
リーダー
（SEC統合系プロジェクト研究員兼務）

山下 博之

†　2012 年 4 月に日本電気株式会社に帰任。

個別の情報システムの
「稼働品質」の目標

運用視点での開発
チェックリスト 

ＩＴ基盤の標準化 

品質向上施策 

運用状況の把握と
対処 十分さの評価 

十分さの評価 

情報システムで
守られるべき価値 

情報システムの
重要度の指標化 

個々の情報システム
の重要度の区分 

事業者の
中期計画 

情報システム全体の
「稼働品質」の目標

事業部門との
合意 

これまでの
情報システムの
「稼働品質」の

実績 

妥
当
性
の
確
認

妥
当
性
の
確
認

「開発」、「運用」
のプロセス標準化 

これまでに発生
した障害や
インシデント

情報シス
テムの

稼働状況 情報システムの 
パフォーマンス

記録 

情報システムの
障害記録

障害
事例集 

障害
分析
シート 

目
標

目
標
達
成
の
た
め
の
活
動

図1　先進的な事業者に共通の「障害管理」の取り組み 

［SEC journal 26］松田，金沢：情報システムの障害状況　2010 年デー
タ，SEC journal No.26 Vol.7，No.3，pp.102-104，2011

［SEC journal 27］松田，金沢：情報システムの障害状況　2011 年前
半データ，SEC journal No.27 Vol.7，No.4，pp.150-152，2012

［SEC journal 28］松田，金沢：情報システムの障害状況　2011 年後
半データ，SEC journal No.28 Vol.8，No.1，pp.6-8，2012

［報告書］IPA/SEC：情報システム障害の再発防止のための組織的マネ
ジメントの調査 WG 報告書，http://sec.ipa.go.jp/reports/20120405.
html
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●1  組込みソフトウェアプロジェクトの概況
　世界的な経済リセッションの影響を受けて、組込みソフ
トウェア業界では、ここ数年は一時的に開発効率を厳しく
問う声が高まっていた時期もあったが、改めて品質最重視
の姿勢が強まっている。SEC ではこれまで、組込みソフ
トウェアの高品質化を中心に開発業務の改善を後押しすべ
く、開発・管理リファレンス・ガイド“ESxR ※ 1 シリーズ”
の整備と普及を進めてきており、多くの企業・技術者の方々
に利用していただいている。
　2011 年度の SEC 組込みソフトウェアプロジェクトでは、
これらのリファレンス・ガイドの普及を加速させるために、
成果を民間に移管し、利用者自らで普及・活用出来るよう
トレーナー養成教育講座の開発と実施・教材提供を始めた。
まずは最もニーズの多かった ESCR ※ 2 のトレーナー養成
教育講座を開発し、トライアルを含め一般向けに 2 回（参
加者 31 名）、教員向けに 1 回（参加者 12 名）実施した。
既にトレーナー養成、技術者教育の実施報告もいただいて
いる。ESCR に引き続いて、ESPR ※ 3 のトレーナー養成教
育講座を順次提供していく。
　また、ESMR ※ 4 の理解性向上と導入を容易にするため
に、仮想プロジェクトを事例に計画書の立案過程を詳細に
解説した自習教材として『組込みソフトウェア向けプロ
ジェクト計画立案トレーニングガイド ESMG ※ 5』を出版
し、活用方法解説セミナーを実施した。さらに近年高まっ
てきた安全・安心な組込みソフトウェアに関するニーズに
応えるべく、高信頼な組込みソフトウェアのテスト技術の
高度化に向け、より精度の高いテストを実施するための指
針・方法の調査・検討も進めてきた。有識者の皆様の協力
をいただきながら拡充を進めていきたいと考えている。

●2  組込みソフトウェア向けプロジェクト
      計画トレーニングガイド（ESMG）
      の出版

（1）背景と狙い
　私たちの生活環境は、コンピュータ化が進み、かつては
電子制御されていなかったテレビ、洗濯機、炊飯器のよう
な身近な電化製品の中に、当たり前のようにマイクロコン
ピュータが搭載され、便利な機能が付加されてきた。便利
な機能に慣れてくると、更にもっと便利な機能が期待され
るようになり、その結果、組み込むソフトウェアの規模も
増大してくる。
　小規模ソフトウェアの開発は少人数で行う作業であるた
め、モノづくりの成功の鍵は人間をコントロールするため
のマネジメント技術ではなく、断然、個々の開発メンバが
有する技術力や技能である。しかしながら、ソフトウェア
規模が増大して、開発に関わるメンバが増えてくると、個
人の技術力や技能だけではモノづくりの作業は円滑には進
まず、プロジェクトマネジメント技術の必要性を認識する
ようになる。そして、プロジェクトメンバを円滑にコント

2011年度
活動概要

組込み系

特 集

組込み系ソフトウェアプロジェクト
の状況
SEC 組込み系ソフトウェアプロジェクト
プロジェクトリーダー

三原 幸博
SEC 組込み系ソフトウェアプロジェクト
研究員

松田 充弘

SEC 組込み系ソフトウェアプロジェクト
研究員

濱田 直樹
SEC 組込み系ソフトウェアプロジェクト
研究員

十山 圭介

SEC 組込み系ソフトウェアプロジェクト
研究員

石井 正悟
SEC 組込み系ソフトウェアプロジェクト
研究員

石田 茂

※ 1	 ESxR：Embedded System development exemplar Reference、
組込みソフトウェア開発に関する各種開発技術リファレンスの
総称。ESCR、ESPR、ESMR、ESQRなどで構成される。

※ 2	 ESCR：Embedded system development Coding Reference，組
込みソフトウェア向けコーディング作法ガイド

※ 3 	 ESPR：Embedded system development Process Reference，
組込みソフトウェア向け開発プロセスガイド

※ 4	 ESMR：Embedded system development Management 
Reference，組込みソフトウェア向けプロジェクトマネジメント
ガイド［計画書編］

※ 5	 ESMG：Embedded Systems development Management 
planning training Guide，組込みソフトウェア向けプロジェクト
計画立案トレーニングガイド

脚注
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特 集

ロールするための第一歩は、出来るだけ根拠のあるプロ
ジェクト計画書を書いて共有することに気が付く。それで
も、プロジェクト計画書を初めて書くプロジェクトマネー
ジャやリーダにとっては、プロジェクト計画書に何を書い
て良いものか、また、どのようにプロジェクト計画を立案
していけば良いのかが分からない。プロジェクト計画書に
何を書くべきかといった問題は、他のソフトウェア開発プ
ロジェクトから、お手本になるようなプロジェクト計画書
を入手出来れば、それを真似することで解決できるかもし
れない。しかし、どのようにしてプロジェクト計画を立案
していくのかといった、計画を立案していくプロセスを自
習できる学習材料は一般には見当たらないため、諸先輩に
教わりながら行うか、または諸先輩のノウハウを見聞きし
て習得していく以外に方法はない。そこで IPA/SEC では、
組込みソフトウェア産業に携わってきた産業界の知見、ノ
ウハウを集め議論して、計画を立案していくプロセスを自
習出来る学習材料を作成した。それが 2011 年 11 月に発行
した「組込みソフトウェア向けプロジェクト計画トレーニ
ングガイド」［ESMG］である。

　ESMG は、2006 年 11 月発行の「組込みソフトウェア向
けプロジェクトマネジメントガイド［計画書編］」［ESMR］
の解説を実践して、プロジェクト計画書を作成した事例書
の位置づけでもある。

（2）書籍の内容
①プロジェクト事例
　プロジェクト計画書の立案過程を示すためには、現実に
ありうる具体的なプロジェクト事例を示して、読み手が質
問したいこと、何故と思うことを想定し、それに答える形
で書籍の中身を充実させる必要がある。本書のプロジェク
ト事例は、鉄道の駅に設置される自動改札機に組み込まれ
るソフトウェアの開発とし（図 1）、ソフトウェア開発完
了後は、装置やシステムの取りまとめ部隊に引き渡すこと
として、作業の範囲をソフトウェア要求定義からソフト
ウェア総合テストまでとしている（図 2）。
　プロジェクトは、ピーク時要員数 26 人、開発期間 15 カ
月とし、プロジェクト計画書が不可欠であることを誰もが
認める程の規模とした（表 1）。
 ②計画立案作業の共通検討テーマ
　組込みソフトウェア開発プロジェクトの計画立案作業で
は、対象装置のドメイン、プロジェクトの目的、規模、形
態等が異なっても、検討しなければならないテーマは共通

図1　プロジェクト事例の開発対象

表1　事例プロジェクトの規模

表2　共通検討テーマ

図３　計画立案フロー
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事例プロジェクト
全体規模 1,200KLOC

開発規模 166KLOC

開発期間 15カ月

ピーク時要員数 26人

テーマ 1 プロジェクト条件を洗い出す

テーマ 2 プロジェクトの目的、目標、終了条件を明確にする

テーマ 3 プロジェクトの特徴や課題を把握する

テーマ 4 品質計画を立てる

テーマ 5 実施する作業を決める

テーマ 6 工程設計を行う

テーマ 7 要員計画を立てる

テーマ 8 コスト計画を立てる

テーマ 9 リスクマネジメント計画を立てる

テーマ10　プロジェクトの体制と運営の仕組みを明確にする

テーマ11　日程計画表を作成する

★準備（洗い出し・把握）

①プロジェクト条件を
　洗い出す

②プロジェクトの目的・目標・
　終了条件を明確にする

③プロジェクトの特徴や
　課題を把握する

★計画立案（じっくり検討）

★整理とまとめ

⑤実施する作業を
　決める

④品質計画を
　立てる

⑦要員計画を
　立てる

⑧コスト計画を
　立てる

⑩プロジェクトの体制と
　運営の仕組みを明確にする

⑪日程計画表を作成する

⑥工程設計を行う

⑨リスクマネジメント計画を立てる

❶通路案内表示

❷ 自動改札機
❸
監視盤

❺

❻
駅係員室

自動改札機

開発対象：
自動改札機に搭載する
組込みソフトウェア

運賃計算
データベース

❹

電鉄会社の
データ管理
サーバ

クレジット
カード会社
（A社）

クレジット
カード会社
（B社）

図2　作業の範囲
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である（表 2）。これは、ESMG を編集するために IPA/
SEC に立ち上げた ESMG 検討委員会の議論の中で認識し
た。
③計画立案作業の流れ
　プロジェクト計画立案のための共通検討テーマは、各
テーマ個別に検討するものではなく、相互に擦り合せなが
ら検討してゆくものではあるが、計画立案者の頭の中の検
討の流れを整理してみると、あるテーマを検討するために
は、別のテーマの検討結果が入力になるという風に、大ま
かな検討順序がある（図 3）。
 ④計画立案作業の詳細
　先にも述べたように、本書は ESMR で謳った方法論を
実践した位置づけであるため、何故このような計画を立て
たのか、その根拠が説明されなければならない。
　そこで本書では、計画書の根拠を示すために、計画立案
の過程を明らかにし、詳細に示している。計画立案の過程
は、表 2 に示した 11 の共通テーマを、項目→ Step と更に
分解し検討の手順を明確にしている（図４）。Step は更に
複数の Check 項目で詳細化され、Check の結果はプロジェ

クト事例に従ったチェックカードという形で示している。

（3）今後の課題
　ET2011 のブースセミナーや SEC セミナー等で、ESMG
の紹介セミナーを開催し、組込みソフトウェア開発のプロ
ジェクト計画立案という書籍タイトルに、多くの人が関心
を持っていることが分かった。かなり読み応えのあるガイ
ドブックではあるが、「プロジェクト計画を立案すること
は難しい」、「プロジェクト計画をどのように立案していく
のかを知りたい」といった課題を抱えていた現場のマネー
ジャやリーダに対して、本当に役立つものが提供出来たの
かどうか、ぜひフィードバックをいただきたい。不十分な
ところがあれば、今年度の計画に挙げている、ESMR/ESMG
普及のためのセミナー教材開発に織り込んでいきたい。

●3 テスト部会
（1）ESxR シリーズの領域拡大を目指して
　SEC では、組込みソフトウェアの高品質化、開発効率
向上を推進するための開発リファレンス・ガイド ESxR シ
リーズの整備および普及活動を行っている。これまでの
ESxR シリーズでは、組込みソフトウェア開発におけるサ
ポート・プロセスについては ESPR（開発プロセスガイド）
や ESQR（品質作り込みガイド）、更に ESMR 及び ESMG

（プロジェクトマネジメントガイド）を策定し公開してき
たが、組込みソフトウェア開発の本丸であるソフトウェア・
エンジニアリング・プロセスについては、コーディング規
約作成ガイドの ESCR 策定・公開にとどまっていた。そ
こで ESxR シリーズの対象領域を拡大すべく、2010 年度
に設計とテストの領域への対応に着手した。設計技術への
取り組みについては SEC journal 25 号「特集　SEC2010
年度活動概要」［SEC journal 25］にて ESDR（設計ガイド）
として紹介した。本号では同じく 2010 年度に取り組みを
開始したテスト部会の活動を紹介する。

（2）組込みソフトウェアにおけるテストの実態
　近年、組込みソフトウェアは需要の急拡大に伴い、品質
や信頼性・安全性などが重視されるようになっているが、
実際のソフトウェア開発現場では、様々な理由から十分な
検証を行うことが難しく、検証に基づく品質保証という考
え方が十分に実践されているとはいえない状況が続いてい
る。その結果として、市場において、ソフトウェア不具合
が原因のシステム障害等が発生し続けており、ソフトウェ
アの更なる品質向上が求められている。
　一方で、ソフトウェアはどんなにテストしてもバグがゼ
ロには成り得ないという現実があり、どこまでテストすれ
ば十分なのかの判断に苦慮している。図4　テーマ4「品質計画を立てる」の作業過程
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特 集

　そこで、ソフトウェア開発における V&V（Verification 
& Validation）の重要性を捉え、品質向上への実践的な
V&V 改善のために、まずソフトウェア開発現場が抱える
課題を抽出すべく、2010 年 7 月から 8 月にかけて「代表
的製品の特徴と開発方法」と「検証・品質保証向上活動に
おける課題」のテーマでテストに関するアンケート／イン
タビューを行い、次のようなコメントをいただいた。
①テストの役割の明確化が必要
②テストに要する時間・コストの認識が必要
③過度のテスト依存からの脱却（弊害と限界の認識）が必

要
④テスト十分性の指標・基準値が必要
⑤効率的かつ現実的なテスト手法・技法が必要

（3）テスト部会の活動対象範囲
　図 5 に示すように、W 字モデル開発プロセスにおける
V&V の領域には、①設計レビュー／モデル検証／コード
レビュー、②テスト計画、③テスト／結果レビュー、があ
るが、アンケート／インタビューでいただいたコメントか
ら、実際の組込みソフトウェア現場ではとくに②と③に大
きな、そして差し迫った課題があると捉え、本テスト部会
では②と③の領域を主な活動対象とすることとした。

　ここで、本テスト部会の活動と他の ESxR シリーズとの
関係は図 6 のようになる。

（4）活動計画
　テスト部会の活動は次のスケジュールで進めている。
・2010 年 7 月から調査、それに続く事前検討会を開催
・2011 年 6 月にテスト部会を発足し、部会メンバーによ

る事例収集と各事例に関連した議論を実施
・2012 年 4 月から事例の整理と事例集作成

（5）活動成果
　先進企業の知見を収集し、それを整理して中小企業に提
供する、というこれまでの ESxR シリーズの方針に則り、
テスト部会においても同様に、テスト技術に関する先進企
業の知見と事例を収集した。ただし、テストに関してはそ
れらを体系的・網羅的に整理して提供するという形態のリ
ファレンスではなく、事例集としてまとめ、公開しようと
考えている。
　一般論としてのテスト手法・技法についての説明は多く
の先達が著した書籍に委ねることとし、事例集では実用的
見地から、テスト手法・技法を適用する際の留意点や勘所、
ある条件下で実際に使われた標準値・基準値などを紹介し
ており、読者がテスト設計において課題に遭遇したときに、
対策検討の一助となれば幸いである。

●4 普及展開
（1）ESxR トレーナーズ・トレーニング開始
　SEC では、我が国の組込みソフトウェア産業の国際競
争力を強化するため、組込みソフトウェア開発の作法・手
法・ノウハウを体系的に整理するとともに、その成果であ
る ESxR シリーズの普及拡大を図り、セミナー／ワーク
ショップを開催している。しかし、これまでの普及活動に
はいくつかの制約があり、受講者・受講希望者の期待に十
分応えられていない面があった。そこで、より一層広範囲
に、そして円滑に普及させるため、普及活動の民間への移
管を進めることとし、SEC 成果物に対するトレーナーズ・
トレーニングの整備を開始した。

（2）新たな普及活動形態
　SEC のこれまでの普及活動では、IPA 主催、または他
組織との共催により、SEC 研究員／専門委員が講師とな
り、ESxR 解説セミナー／ワークショップを開催してきた。
しかし、従来の普及活動形態には次のような制約があった。
・開催回数・開催場所の制約
・開催日時を含めたカリキュラムの制約
・受講可能人数の制約

図5　W字モデルにおけるV&V

図6　他のESxRシリーズとの関係
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・特定企業・業種向け教材カスタマイズ内容の制約
　そこで、新たな普及活動形態であるトレーナーズ・トレー
ニングを開始した。トレーナーズ・トレーニングは、上記
制約による課題を解決しつつ普及活動の民間移管を促進す
るものであり、IPA が開催するトレーナー養成セミナー
を修了した受講者に ESxR トレーナーとしての修了証を授
与し、今度はそのトレーナーが自組織内で自主的に ESxR
解説セミナーを開催出来るようにする、というものである。

（3）トレーナーズ・トレーニングのコース概要
　SEC が開催するトレーナー養成セミナーのカリキュラ
ムを表 3 に示す。トレーナー養成セミナー修了者が自組織
向けに開催する ESxR 解説セミナーとしては、表 4 のよう
なカリキュラムを想定している。
　SEC では、表 3 及び表 4 の各セミナー用に、シラバス、
テキスト、演習問題、指導手引き等の教材を作成して、ト
レーナー養成セミナー修了者に提供する。IPA が作成し
著作権を有するこれらの教材一式は、クリエイティブ・コ
モンズ※ 6 表示−継承 2.1 日本ライセンス※ 7 の下で配布し、
利用者が自組織の都合に応じて改編・再配布できるものと
した。

（4）2011 年度のトレーナーズ・トレーニング活動実績
　2011 年度は、受講者を限定したトライアルを 7 月に実

施し、受講者から貴重なご意見・ご要望をいただいた。そ
れらの内容を教材及びカリキュラムに反映して、2011 年
12 月に受講者一般募集の第 1 回 ESCR トレーナー養成セ
ミナーを開催した。更に2012年3月には、第2回目のトレー
ナー養成セミナーを IEEE ※ 8 との共催で開催した。トラ
イアルと第 1 回目が産業界の方々を対象としたのに対し、
第 2 回目は大学の若手教師陣を対象とした。
　普及活動の目的が組込みソフトウェア産業の強化である
ことから、これまでの普及活動は企業向けを中心としたも
のとなっていたが、大学教師向けトレーナー養成セミナー
の開催は、普及活動の新たな方向へのチャレンジである。
　IEEE 共催セミナーのアンケートでは、図 9 のようにほ
とんどの受講者から大変有益との感想をいただいた。また、
これまでに 3 回実施したトレーナー養成セミナーの修了者
からは、自組織内でのセミナー実施報告が寄せられており、
着実に普及が進んでいる様子が窺える。
 

（5）今後の整備計画
　ESCR に続く第 2 弾として 2011 年冬に着手した ESPR
のトレーナーズ・トレーニング教材整備も順調に進み、
2012 年夏には、受講者を限定した ESPR トレーナー養成

・各組織が自主的に随時、セミナー開催可能
・カリキュラム・教材を自組織向けに改編可能部会

IPA/SEC
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図7　新たな普及活動形態

表3　トレーナー養成セミナーのカリキュラム

表4　ESxR解説セミナーのコース例

図8　IEEE共催セミナー風景

図9　IEEE共催セミナーのアンケート結果
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セミナーのトライアルを実施する予定である。更に、
ESMR、ESQR などについても順次教材整備を開始し、教
材が揃い次第、地域団体や業界団体、更には企業や教育機
関のソフトウェア品質向上推進者や教育担当者を対象にト
レーナー養成セミナーを開催し、トレーナーズ・トレーニ
ングによる ESxR シリーズの普及展開を図っていく。

（6）ESCR［C 言語版］の英語訳
　ESCR［C 言語版］は、初版発行以来 2 万人近い方々に
利用いただき、また ESCR のトレーナー養成セミナーも
好評であり、コーディング規約作成に関する関心の高さが
窺える。近年、オフショア開発の機会も増加してきており、
ESCR の英語訳への問合せや要求も増えてきている。SEC
では、海外での活用を可能にするため ESxR シリーズの英
語版を公開してきているが、その一環として ESCR Ver1.1
を英訳し 2012 年 4 月に PDF を WEB 公開した（ESCR 英
語版）。MISRA C のような海外規格での引用やオフショ
ア開発での規約作成、ツールベンダが ESCR 準拠を謳う
にあたっての原開発国へのフィードバックなどが期待出来
る。
　ESCR 英語版については、公開前から海外機関からの依
頼や問合せがあり、米国の複数の企業から公開時期の問合
せも受けている。

（7）ESCR と MISRA C との連携
　MISRA C は、実用性を確保しつつ安全性の高い C 言語
のサブセットとして英国 MISRA（The Motor Industry 
Software Reliability Association）によって制定されたプ
ログラミングのガイドラインである。1998 年発行の
MISRA-C:1998 は欧州をはじめ日本や北米の自動車業界の
プログラミングガイドとなって、航空・宇宙や医療などの
分野でも採用されるようになり、2004 年にすべての組込
みソフトウェアに対象を広げた改訂版 MISRA-C:2004 が発
行された。
　ESCR の策定においても MISRA-C:2004 を参考にしてお
り、ESCR のルールとして MISRA C のルールを採り入れ
たり、関連を示している部分がある。ESCR と MISRA C
の比較を表 5 に示す。MISRA C が C 言語の構文に合わせ
て守るべき事項をルールとして示しているのに対し、
ESCR では信頼性や保守性などソフトウェアの品質特性に
基づいてルールを分類し、ルールの説明で示す選択指針を
参考にルールを選択してコーディング規約を作成出来るよ
うにし、更にスタイルの統一に関するルールを含めている。
MISRA からは MISRA C の次期バージョンで ESCR への
参照許可を依頼され、了承している。
　また、その次期バージョンのレビューも MISRA から
SEC に打診されており、受領次第、評価を開始する予定

である。
　ESCR 英語版を MISRA に提供することで相互理解を深
めていく。

表5　ESCRとMISRA Cの比較
ESCR MISRA-C: 2004

ルール数 129 141

ルールの整理法 JIS 品質概念に基づいて、
作法とそれに属するルー
ルで階層化

言語規格書の構成に基づ
くカテゴリ分類

ルール選択の方法 選択のための指針を提示 必須 /推奨で区別

［ESMG］IPA/SEC：組込みソフトウェア向け開発計画立案トレーニン
グガイド，2011
［ESMR］IPA/SEC：組込みソフトウェア向けプロジェクトマネジメン
トガイド［計画書編］，翔泳社，2006
［SEC journal 25］三原，濱田，十山，他：組込みソフトウェアの高品
質化への取り組み，SEC journal No.25 Vol.7,No.2,pp.63-69,2011
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　エンタプライズ系プロジェクトでは、2004 年の発足時
より開発プロジェクトデータを収集し、「ソフトウェア開
発データ白書※ 1」の出版などを行ってきた。その後、進捗
管理、品質管理や見積りなど、定量データ活用のノウハウ
などをまとめ、定量的プロジェクト管理に関する活動を拡
大・継続している（図１）。
　活動項目は、以下の通り。
・開発プロジェクトデータの収集と、その分析環境の充実。

ベンチマーク環境群（『プロジェクト診断支援ツール』、
『スタンドアロン型診断支援ツール』）のサービス提供

・収集した開発プロジェクトデータの分析、活用拡大のた
めの共同研究の実施

・主なメトリクスをステークホルダごとに利用シーンでま
とめた利用目的別メトリクス一覧表の公開

・ソフトウェア開発プロジェクトの効果的な定量的管理を
支援するための『定量的プロジェクト管理ツール』の開
発

・開発プロジェクトデータ収集・分析ノウハウの国際規格
への展開

・定量的管理関連の SEC セミナーなどの普及活動
 
　2011 年度は、これまでの成果の体系化を図りつつ、残
された課題の一つであるデータ収集・分析支援ツールを開
発した。以下に、その主な成果を報告する。

●1  ソフトウェア開発プロジェクト
      データの収集・分析
（1）プロジェクトデータの収集と分析
　ソフトウェア開発データの活用によるシステムの信頼性
向上を目指し、新たに 242 件のデータを収集した。2010
年度に収集したデータ（266 件）と合わせて、開発方法論
や開発フレームワークの利用とソフトウェアの品質との関
係等に関する新規項目を加えた分析を行い、「ソフトウェ
ア開発データ白書 2012-2013」の原案を作成した。

（2）収集データ活用の拡大と推進
　2010 年度に整備したソフトウェア開発データ開示の仕
組みを学会で紹介し、ソフトウェアの品質向上につながる
新たな分析手法の検討等のため、新たに３大学との間で収
集データの活用拡大のための共同研究を開始した。そのう
ち 2 件の研究成果を SEC journal No.26［古山 2011］に掲
載している。

　また、自組織のプロジェクトデータ分析が容易に出来る
『スタンドアロン型プロジェクト診断支援ツール』を改良
し、利用者からの要望が多かった信頼幅作成機能を追加し
た（図 2）。

2011年度
活動概要

エンタプライズ系

特 集

定量的プロジェクト管理の推進
SECエンタプライズ系プロジェクト
研究員

秋田 君夫
SECエンタプライズ系プロジェクト
研究員

大和田 裕

SECエンタプライズ系プロジェクト
研究員

高橋 光裕
SECエンタプライズ系プロジェクト
研究員

三毛 功子

図1　IPA/SECが提供する定量的管理手法の俯瞰イメージ
図2　『スタンドアロン型プロジェクト診断支援ツール』に
        信頼幅作成機能を追加

■スタンドアロン型診断支援ツール  
データ提供企業 

■スタンドアロン型診断支援ツール  

データ登録 

データ出力 

簡易分析 自社蓄積 
データ 

 
■プロジェクト 
 診断支援ツール 
（IPA/SECWeb  
サイト） 

 データ白書のグラフと自社の  
 データをWEB上で重ねて表示可能 

 プロジェクト診断  
（外部データとの対比） 

■SECBOOKS 

一般利用者（企業）  

白書に準じた収集項目枠に入
力することで自社収集データの
代表的な分析グラフ作成とデー
タ蓄積が可能なEXCELツール   プロジェクト診断  

（自社デ―タ） 

■定量的プロジェクト管理ツール  
      

ソース規模、
WBS、工数等
収集 

ソース管理、 
障害管理、 
工数管理 

自社蓄積 
データ 

■利用目的別 
  メトリクス一覧表  

SECコンテンツ 

IPA/SEC 

定量データ 

SEC蓄積データ 

機密室 

分析・文書化 

ツール化  

品質管理 
ノウハウ 

 マネジメント  
ノウハウ 

 ノウハウ等
参照 

メトリクス 
情報提供 

 プロジェクト管理  
（自社デ―タ） 

 基本的な定量データ（規模、工数、工期）を
自動収集・集計し、分析・管理する機能と、分
析データをグラフ表示により視覚的に示す機
能を備えたツール。Redmine、Trac等で構成 

ベンチマーク（白書） 

■データ白書の見方  
と定量データ活用ポイント  
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52図3　「利用目的別メトリクス一覧表」の活用イメージ

（3）今後の予定
　2012 年度には「ソフトウェア開発データ白書 2012-
2013」を発行する予定である。『プロジェクト診断支援ツー
ル』も、白書発行に伴い収録データを更新する予定である。

●2 定量的プロジェクト管理手法の普及
（1）利用目的別メトリクス一覧表の公開
　利用目的別メトリクス一覧表とその利用ガイドを 2011
年度末に同時公開した。
　利用目的別メトリクス一覧表とは、IPA/SEC のこれま
での成果である「IT プロジェクトの見える化」［SEC 
BOOKS］、「定量的品質予測のススメ」［SEC BOOKS2］、「ソ
フトウェア開発データ白書」［SEC BOOKS3］に記載され
ている代表的なメトリクスを、利用者、工程、利用シーン、
利用方法などの索引項目で整理するとともに、参照先を明
記したものである。さらに検索機能を追加し、利用者の目
的にあったメトリクスを探しやすくした（図 3）。
 
　索引項目は様々な質問に対応出来るように、2010 年度
に実施した有効性調査の結果に基づいて決定した。この管
理項目は今後のメトリクスの整理の基盤になるものであ
る。また、利用者定義のメトリクスを一覧表へ追加するこ
とも可能で、メトリクスの管理基盤としての活用も出来る。
　索引項目でとくに注目したのは、利用シーンであり、
GQM 法※ 2 の考え方を適用した。また、内容を明確化する
ため、目的や質問を構成要素に分解したり、あらかじめリ
スト化したテンプレートを用意するなど記載内容の粒度の
均一化や網羅性の向上を図った。

（2）定量データ活用方法の普及・啓発
　2004 年から開始したプロジェクトデータの収集以降、
マネジメントノウハウや、ツールなどの定量データ活用方
法の普及のための素材がかなり出揃ってきた。これらの素
材を整理し、３種・４パターンの普及・啓発セミナーをメ
ニュー化し、SEC セミナーとして開催した（表１）。

（3）今後の予定
　定量的管理関連のセミナーは、利用目的別メトリクス一
覧表も含めて、2012 年度も継続して実施する予定である。
また、定量データの活用方法として、ユーザとベンダのリ
スクモデルをベースとした合意形成手法についてもまとめ
る予定である。

●3  定量的プロジェクト管理ツールの
　　開発・普及
（1）定量的プロジェクト管理ツールの開発
　地域・中小企業におけるソフトウェア開発プロジェクト
の定量的管理手法の普及を図るため、企業に広く普及して
いる開発管理プラットフォームへのプラグイン形態で導入
が可能な『定量的プロジェクト管理ツール』の開発を完了
し、フリーソフトウェアとして公開した。

（2）定量的プロジェクト管理ツールの特徴
・導入のしやすさ
　ツール群を一つのパッケージとしており、インストール
するとすぐに使用することが出来る。また、プロジェクト
管理機能、データ収集・集計機能、分析レポーティング機
能が独立しており、データベースでデータを引き渡せるこ

１ ２

３

①検索ダイアログに、メトリクスの利用条件を入力
②検索結果画面に条件に合致するメトリクスが出力
③適切なメトリクスを選択し、その詳細情報を入手

特 集

表1　定量的管理関連の普及・啓発セミナーの体系

Ⅰ基本編：全てを網羅して、概要を説明
Ⅱ、Ⅲ応用編：プロセス主体（見える化）とベンチマーク主体
　（ソフトウェア開発データ白書とデータの活用）の二つに分け
　詳細に説明
Ⅳ実践編（事例）：各テーマについて、事例やデモ、質疑応答形式
　などを中心に実施

講座名（仮称） 区分

SECコンテンツ
マネジメント
ノウハウ

（見える化）

品質管理
ノウハウ

データ白書、
ベンチマーク、
ツール
（WEB診断ツール、
スタンドアロン型
分析ツール）

定量的
プロジェ
クト管理
ツール

Ⅰ 定量データ活用等による
ITプロジェクトの見える化

基本 ○ ○ ○ ○

Ⅱ ITプロジェクトの見える化 応用 ○ ○

Ⅲ ソフトウェア開発データ白書
と定量データの活用方法

応用
○

Ⅳ 定量的品質管理と
その実践的取組み

実践
（事例） ○

番
号
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とから、自組織で必要な機能だけを導入することが出来る。
・グラフによるレポーティング
　集計結果をグラフとして表示することで、定量データに
よる状況把握を視覚的・直観的に行うことが出来る。
・定量データの自動収集等による作業負荷軽減
　プロジェクト管理プラットフォームの日次データ（チ
ケット・データ）から自動的に定量データ（ソース規模、
工数、進捗、品質等）を収集・生成し、開発担当者の負荷
軽減を図っている。また、構成管理ツール（Subversion、
GIT）を利用し、プログラムの変更情報も自動的に収集出
来る。
・データの可用性
　チケット・データと Microsoft の Excel や Project、
CSV 形式データとの相互変換機能（データのインポート、
エクスポート機能）を提供している。これにより Excel や
Project、他管理ツールとのデータ連携が出来る。
　グラフのファイル出力（PDF 形式、PowerPoint 形式、
Word 形式）が可能で、報告書等に活用することが出来る。

（3）定量的プロジェクト管理ツールの普及
　ツールの早期の普及展開を図るため、訪問説明を実施し
た（2012 年 3 月末時点で 2 団体 16 社）。

（4）今後の予定
　ツールの活用による定量的プロジェクト管理の促進を目
的に、開発者などを対象とするセミナーを開催する。また、
2011 年度より関連団体・関連コミュニティへの参加と個
別説明を実施しており、今後も引き続き行う予定である。

●4 ベンチマーキング関連の国際規格
　ソフトウェア開発プロジェクトのデータ収集・分析に関
する我が国の取り組みが反映されるよう、SEC 成果に基
づく国際標準化の提案を進めるとともに、それらの国際規
格への反映を目指した活動を行った。その結果、日本案に
基づく ISO/IEC 29155-1（IT プロジェクト性能ベンチマー
キング：概念と定義）が国際規格として出版され、ISO/
IEC 29155-2（同：実施手順）の審議文書も順調に審議が
進んでいる。2012 年度からは、データ定義、報告書式な
どの規格案も提案していく予定である。

開発者

版管理
（ソースコード）

プロジェクトの進捗を把握

課題の把握・分析

将来進捗を診断

進捗レポートの作成

課題管理
（障害・課題）

進捗管理
（計画と実績）

システムの監理

バックアップの取得

定量的プロジェクト管理ツール
・ソース規模の推移
・工程別の障害件数
・不良発生原因、発生個所
・計画地との比較による進捗

定量
データ

管理者

運用者

課題の把握・分析

プロジェクト計画値の
更新

対策
計画診断

実施

プロジェクト・マネージャ

ソフトウェア
開発

プロジェクト

課題や進捗を更新

ソースを登録

図4　定量的プロジェクト管理ツールを用いた管理のイメージ

図5　定量的プロジェクト管理ツールの構成概要

図6　定量的プロジェクト管理ツールの画面例

※ 1	 ソフトウェア開発データ白書：ソフトウェア開発データ白書
2005，2006，2007，2008，2009，2010 - 2011

※ 2	 GQM：Goal, Question, Metric Paradigm

脚注

［古山2011］古山恒夫：ソフトウェアプロジェクトデータの量的変数に
関する分析の一指針と分析事例，SEC journal No.26，Vol.7，No.3，
pp.105-111，2011
［SEC BOOKS］IPA/SEC：「ITプロジェクトの「見える化」（下流工程編，
中流工程編，上流工程編，総集編）」，日経BP社，2006-2008年
［SEC BOOKS2］IPA/SEC：「定量的品質予測のススメ」，オーム社，
2008，「続　定量的品質予測のススメ」，佐伯印刷，2011
［SEC BOOKS3］IPA/SEC：「ソフトウェア開発データ白書 2010 - 
2011」，2010

参考文献

プロジェクト管理
プラットフォーム
チケット

定量データ

グラフ表示
データ

プロジェクト管理機能

データ収集機能

ETLツール（Pentaho）

BIツール（Eclipse BIRT/BIRT Report Viewer）

データ集計機能

データ収集・集計機能

分析レポーティング機能

プロジェクト管理
支援機能

複数プロジェクト
俯瞰表示機能

プロジェクト俯瞰
表示機能

個別グラフ
表示機能

データ収集・
集計起動

定量的分析・
診断呼出 設定管理機能

プロジェクト管理プラットフォーム
（Redmine，Trac，Subversion，GIT）

共通機能

グラフ表示領域ナビゲーション領域
HIDE/SHOWで切替
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　機能要件及び非機能要件に関する、ソフトウェア開発の
発注者と受注者間の合意形成を確実にするための手法の普
及を中心に活動した。また、超上流工程における課題の把
握とその解決法の検討に着手した。

●1  機能要件の合意形成ガイド
　機能要件の合意形成技法WG（2010 年度に活動を終了）
の成果である機能要件の合意形成ガイドを解説した SEC
セミナーを、首都圏を中心に 9回開催し、その講演資料を
2011 年 6 月に公開した［機能要件の合意形成ガイド］。

●2  非機能要求グレード
（1）活用促進のための活動
　非機能要求定義の実態と非機能要求グレードの利用状況
を調査し、非機能要求定義を確実に実施するための対策を
報告書としてまとめ、公開した［非機能要求グレード］。
　また、調査では、2011 年 4 月に公開した 7件の活用事
例集に 10 件の事例を追加して公開した（図 1）。
　これにより、システムライフサイクルプロセスを幅広く
カバーする非機能要求グレードの活用事例を提示出来た。
　更に、一層の活用を促すために、非機能要求グレードの
拡張のための案をまとめた。

（2）非機能要求グレードWGでの議論
　普及のためには何が必要かという出発点に立ち戻り、非
機能要求グレードの「利用ガイド」の新版を、今年度に公
開する方向で作成を進めている。

（3）普及促進活動
　2010 年度に作成した啓発書や活用事例集を活用した
SECセミナーを、首都圏を中心に９回開催した。

●3 超上流工程における要件検討の精度向上
　産業界では超上流工程への意識が高まっており、ソフト
ウェア領域に限定せず、システム領域（システムエンジニ
アリングの視点）で、超上流工程における問題や課題の解
決策、あるいはそのヒントになるような情報を提供すべき
時期にきている。そこで、ユーザ企業ならびにベンダ企業
各 10 社へ次の観点でヒアリングを行った。
①超上流工程※1 の課題にどのようなものがあるか
②個々の課題に対する具体的な解決方法があるか
③他社の取り組みを共有したいというニーズがあるか
　その結果、180 の課題と 130 の解決策の情報を集められ、
各社とも手探りで色々な策を講じてきたことや、どの企業
でも同様の課題が発生する可能性があること、明確な情報
共有のニーズがあることなどが見えてきた。
　今後、これらの情報を更に掘り下げて分析し、他の関連
活動との連携を考慮しつつ、活動計画を練る予定である。

2011年度
活動概要

エンタプライズ系

特 集

要求・仕様の高品質化に向けて
SEC エンタプライズ系プロジェクト
研究員

柏木 雅之
SEC エンタプライズ系プロジェクト
研究員

森下 哲成

※ 1	 超上流工程：ここでいう超上流工程は、「事業戦略・事業計画」「シ
ステム化の方向性」「システム化計画」「要件定義」の 4工程。

脚注

［機能要件の合意形成ガイド］IPA/SEC：機能要件の合意形成ガイドセ
ミナー講演資料，http://sec.ipa.go.jp/reports/20110603/report_20110603. 
ppt
［非機能要求グレード］IPA/SEC：「非機能要求グレードの活用に関する
調査」報告書，http://sec.ipa.go.jp/reports/20120424/20120424_1.pdf
［活用事例集］IPA/SEC：「非機能要求グレード」活用事例集，http://
sec.ipa.go.jp/reports/20110427/20110427.ppt

参考文献

事例 開発標準
策定時

予算

SI 提案

開発工程 運用 利用者

予算
作成時

概算
見積り 要件定義 設計 テスト 障害 診断 システム

再評価時 ユーザ ベンダ

1 ○ ○ ○

2 ○ ○

3 ○ ○ ○

4 ○ ○ ○

5 ○ ○ ○

6 ○ ○ ○

7 ○ ○ ○

8 ○ ○ ○

9 ○ ○ ○

10 ○ ○ ○

11 ○ ○ ○

12 ○ ○ ○

13 ○ ○

14 ○ ○

15 ○ ○ ○ ○ ○

16 ○ ○

17 ○ ○

図１　非機能要求グレードの活用事例一覧と用途［活用事例集］
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　ビジネス・プロセス改善領域では、プロセス共有化 WG
とプロセス改善 WG の二つのワーキンググループで活動
している。プロセス共有化 WG でソフトウェア開発の標
準プロセスを検討し、プロセス改善 WG では実際に活動
しているプロセスの改善や継続方法を検討する。プロセス
共有化 WG は、共通フレーム 2007 の改訂方針が固まり、
共通フレーム 201X の作成に向けて活動の舵を切った。プ
ロセス改善 WG は、改訂版 SPEAK-IPA ※ 1 の有効性を評
価する実証実験とプロセス改善推進者教育のコンテンツや
カリキュラムを確認する実証実験の実施、SPINA3CH（ス
ピナッチ・キューブ）自律改善メソッドの公開、セミナー
等を通じた普及活動等を精力的に実施してきた。また、2
つの WG は共に国際標準をベースにした活動を行ってい
るが、2011 年度はその成果を国際標準に提案していく活
動も行った。

●1 プロセス改善 WG/SPEAK-IPAの推進
（1）SPEAK-IPAの実証実験について
　SPEAK-IPA は国際標準（ISO/IEC 15504）に準拠した
プロセス評価・改善のためのアセスメントモデルで、2007
年 9 月に初版をリリースした（図 1）。2011 年 3 月には、
アセスメント結果の「客観性、再現性、反復性」の向上を
目的に改訂版をリリースし、改訂の目的に合った内容に
なっているか、アセスメントで得られた弱みを改善して成

果を出すことが出来るかを実証実験で検証した。
　この結果、以下のことが実証された。
・改訂版手順は若干の不備はあるもの、概ね有効である。
・ドキュメントレビューの導入はアセスメント時間の短縮

に寄与する。
・四値評定は機能し、有効である。
　この実証実験の詳細は「SPEAK-IPA アセスメント手順
の有効性評価報告書」を公開しているので参照されたい

［SPEAK-IPA アセスメント］。
　また、この実証実験のアセスメントで分かった対象プロ
ジェクトの弱みは、アセスメント参加者全員が納得するも
のであり、即時改善計画を策定し、改善した。その結果は、
プロジェクトメンバの相互理解の深まりや、プロジェクト
計画の妥当性判断への寄与などとして、効果の一端は既に
出てきている。このように、SPEAK-IPA はプロセス改善
のツールとして有効であり、他のプロセスアセスメントモ
デルと比べても遜色のないものとなっている。

（2）アセッサ教育について
　SPEAK-IPA を用いたプロセスアセスメントに重要なの
は、評価を行うアセッサである。アセッサの能力が一定以
上でなければ評価結果が信用出来るものではなくなってし
まう。このためSPEAK-IPAでは、準アセッサと適格アセッ
サを定義し、その能力要件を定義している。2011 年度は、
この能力要件を満たす教育コースを確立するため、まず準
アセッサ教育コースのコンテンツとカリキュラムを開発
し、検証した。このコースは国際標準の ISO/IEC 15504
を推進している欧州の団体である iNTACS ※ 2 のカリキュ
ラムに準拠して作成されている。このため、本コースを修
了し、試験に合格した人は国際的にも同レベルであると考
えることが出来る。また、2012 年度は、プロセス改善を
推進していくプロセス改善推進者のコースや、適合アセス
メント（正式アセスメント）を実施できる適格アセッサ用
の コ ー ス も 開 発 す る 予 定 で あ る。 こ の よ う に し て、

2011年度
活動概要

エンタプライズ系

特 集

ビジネス・プロセス改善の推進
SEC エンタプライズ系プロジェクト
研究員

倉持 俊之
SEC エンタプライズ系プロジェクト
研究員

室谷 隆
SEC エンタプライズ系プロジェクト
研究員

森下 哲成

図1　SPEAK-IPAの構成
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※ 1	 SPEAK-IPA：ソフトウェアプロセスの供給者能力判定及びアセ
スメントキット―IPA版。SECウェブサイトにて配布している。

	 http://sec.ipa.go.jp/reports/20110328.html
※ 2	 iNTACS：international Assessor Certification Scheme

脚注
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SPEAK-IPA を熟知して使える人を増やし、SPEAK-IPA
とプロセス改善の普及に繋げていく予定である。

●2 プロセス改善 WG/SPINA3CHの推進
　SPINA3CH 自律改善メソッド（図 2）は、ソフトウェア
の開発プロセスに問題意識を持つ技術者向けに、プロセス
改善の新たな手法として 2011 年 7 月に公開した。公開に
先立ち、WG 委員企業の協力によるワークショップを実施
することで評価をいただき、改良を加えてきた。公開後は、
普及活動として講演 5 回、ワークショップを 5 回実施した。
とくにワークショップでの反応は良好で、すぐに活用して
みるといった声も聞かれた。
　今後、一層の普及展開を図るためのベース作りが必要と
考え、メソッドの客観的な評価と更なる改良のために、外
部機関での実証実験を 2011 年 12 月より行っている。公開
した情報のみでも、一定のプロセス改善スキルがあれば、
趣旨を理解してメソッドを活用出来ることが実証出来た。
これまでのメソッドに対する評価は以下の通りである。
・ソフトウェアプロセス改善経験を数年程度有していれば、

本メソッドを理解して試行することは容易である
・本メソッドは問題が可視化され、整理され、絞り込み出

来る点に特徴がある
・本メソッドを使用し開発担当者の改善意識が向上するこ

とで、自律的な改善活動が期待出来る
　また、「SPINA3CH 自律改善メソッド」は、元々アセス
メントモデルが活用されていない中小組織をスコープに入
れて検討を進めてきた。そこで、国際規格の中で同様の中
小組織向けのプロセス改善を検討しているワーキンググ
ループ（ISO/IEC　JTC1/SC7/WG24）へ、国内委員でも
ある伏見 諭氏（プロセス改善 WG 委員）が紹介したところ、
技術報告（TR）としての提案要望が寄せられた。現在、

国際的な活用に向けた提案も検討している。
　2012 年度は、広く活用いただけるよう普及活動を進め
てゆくとともに、ワークショップ等での意見や実証実験結
果を受けて、更に改良を進める予定である。
　その他、定期的に開催しているプロセス改善ワーク
ショップも回を重ねてきていることから、小冊子『プロセ
ス改善セミナー事例紹介』［小冊子］にまとめて多くの方
に紹介することにした。この小冊子を通して、開発者自身
が業務範疇を超えた幅広い知識の必要性に気づくきっかけ
になればと考えている。

●3  プロセス共有化 WG ／
     共通フレーム 201X の開発
　共通フレーム 201X は 2009 年 10 月に刊行した「共通フ
レーム 2007 第 2 版」［SEC BOOKS］をベースに、国際規
格の最新版（ISO/IEC 12207：2008）を取り込む形で検討
を続けてきた。この国際規格の最新版（ISO/IEC 12207：
2008）は 2012 年 2 月に JIS X 0160： 2012 として発行され、
共通フレーム 201X 開発の基盤が出来上がった。新しい
JIS X 0160 のブロック図を示す（図 3）。
　旧版で主ライフサイクルプロセスと呼ばれていた、合意
プロセスや開発プロセス、運用プロセスと保守プロセス及
び支援ライフサイクルプロセス群の内容には変わりはな
く、組織に関するライフサイクルプロセスが大幅に強化さ
れた形になっている。組織プロジェクトイネーブリングは、
組織としてプロジェクトを支援するプロセス群である。ま
たプロジェクトは、プロジェクト運営に必要な管理や支援
のプロセス群である。更にはシステムライフサイクルプロ
セス（ISO/IEC 15288：2008）と整合を取ったテクニカル
プロセス群が設けられ、システム視点のプロセスがまとめ
られている。組織プロジェクトイネーブリング、プロジェ

特 集

ワークシートを使ったプロセス改善のナビゲーション

現場やプロジェクトリーダ自らが課題を分析し、解を導く
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本アプローチの目指す先
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実際に作業しながら
考えよう！！

図2　SPINA3CH自律改善メソッドとは 図3　JIS X 0160:2012のブロック図
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クト、テクニカル、そして合意のプロセス群の構造は
ISO/IEC 15288：2008 と同一である（ただし、記述内容は
ISO/IEC 15288：2008 の方が抽象度は高い）。共通フレー
ム 201Xはこの点に注目し、ソフトウェアとシステム、2
つのライフサイクルプロセスを統合化する方向で検討を進
め、ほぼ案が確定した。また超上流の部分（企画プロセス、
要件定義プロセス）は昨年国際規格として制定された
ISO/IEC 29148（Requirements Engineering）を取り入れ、
強化する方針である。更に運用プロセスは ISO/IEC 
20000、ITIL ※ 3 などを参照し、強化を図っていく方向となっ
た。その素案を図４に示す。
　このように、最終的な共通フレーム 201Ｘは、ソフトウェ
アライフサイクルプロセス（ISO/IEC 12207）とシステム
ライフサイクルプロセス（ISO/IEC 15288）を融合し、ソ
フトウェア開発にシステム開発の視点を持ち込む画期的な
体系にしようとしている。今年度公表する予定の共通フ
レーム 201X はまず、JIS X 0160：2008 を取り込んだ形で
公表する方針である。その後、ソフトウェアとシステムの
融合を図った体系を作成する予定である。

●4  「超上流から攻める IT 化の
　  原理原則 17 ヶ条」の英訳
　「超上流から攻める IT 化の原理原則 17 ヶ条（以下、原
理原則 17 ヶ条）」は、「経営者が参画する要求品質の確保
　～超上流から攻める IT 化の勘どころ～　第 2 版」

［SEC2009］の刊行にあたり、システム開発の“超上流フェー
ズ”において発注者と受注者が守るべき基本的な考え方と
行動規範を編纂して収録したものであるが、その英語版を
作成し公開することとした。
　きっかけは、ISO/IEC JTC1/SC7/WG7（ISO/IEC 第一

合同技術委員会 ソフトウェア及びシステム技術専門委員
会 ライフサイクル管理小委員会）で進めている国際標準

「ISO/IEC 15026 システム及びソフトウェアアシュアラン
ス」の開発で、その第 4 部「ライフサイクルにおけるアシュ
アランス」の原案作成時に、日本から「高信頼性システム
構築時の考慮事項」を検討する際の参考資料として原理原
則 17 ヶ条を提案し、その一部が取り込まれたことによる。
　2011 年 5 月の国際会議では、原理原則 17 ヶ条の内容は

「高信頼性システムを含めた全システムに共通して求めら
れる事項」で、「品質達成において価値あるものである」
ことが理解された。更には「英訳して標準化（技術報告）
してはどうか」という提案もなされ、日本国内で検討した
結果、まずは英訳し、国外に向けて発信していくところか
ら始めることとした。
　この英語版を公開することで、SEC の成果である「超
上流の考え方」及び「原理原則 17 ヶ条」を海外に向けて
広く紹介出来るとともに、ISO/IEC 15288 システムライ
フサイクルプロセス及び ISO/IEC 12207 ソフトウェアラ
イフサイクルプロセスの今後の改善に役立つことも期待さ
れる。なお、標準化については、2012 年 5 月の国際会議
を経て集まる各国からの意見や感想を踏まえて検討してい
く予定である。

　今回報告した活動内容は、産学界から参画いただいてい
る委員の皆様により推進されています。当領域を取りまと
めていただいている当領域の部会長である富士通株式会社
の村上憲稔領域長、東京海上日動システムズ株式会社 / 株
式会社アイネスの菊島靖弘副領域長をはじめとした多くの
委員の皆様へ、この場を借りて厚く御礼を申し上げます。

図４　共通フレーム201X体系素案
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　ビジネス環境の変化に俊敏に対応可能なソフトウェア開
発手法として注目が高まっている非ウォーターフォール型
開発手法、とくにアジャイル型開発手法について、適切な
領域への適用を促進するための調査検討を前年度に引き続
き実施した。また、要求の変化に対応するための技術に関
する調査を行い、課題を整理した。さらに、IESE ※ 1 で開
発された IT 戦略の決定を支援する手法の、日本での普及
に関する取り組みを行った。

●1  アジャイル型開発手法

（1）アジャイル型開発に向いた契約書案の改訂
　2010 年度公開の契約書案に対し、「非ウォーターフォー
ル型開発 WG」の委員所属企業や JUAS（一般社団法人 
日本情報システム・ユーザー協会）会員企業の法務部門や
調達担当部門（ユーザ企業 7 部門、ベンダ企業 5 部門）か
ら意見を聴取した。また、実際のアジャイル型ソフトウェ
ア開発プロジェクトへの適用を通した知見を反映した。そ
れらの結果を WG 配下の「契約問題 PT（プロジェクトチー
ム）」で議論し、契約書に以下の改訂を加えた。
・業務効率化
・著作権、特許所有権等の知財帰属や侵害時対応の明確化
・あいまいな個所の明確化
　契約書案の改訂版は、見直した解説と新たに作成した
FAQ とともに公開した［SEC HP-1］。今後、経済産業省
から公開されている「モデル取引・契約※ 2」のアジャイル
型開発版として組み入れられるよう、働きかけていく。

（2）普及要因と適用領域の拡大に関する調査
（a）国内の中大規模開発プロジェクトの事例調査
　少人数での開発を前提としたアジャイル型開発に対し、
人数が増えた場合にどのような問題が発生し、その解決の
ためにどのような工夫をすべきかについて、10 件の調査
事例をもとにまとめて公開した［SEC HP-2］（図１）。

（b）海外の普及要因の調査
　ソフトウェア開発プロジェクト、IT 人材の状況、IT 人
材育成の 3 点について、米国・英国・デンマーク・中国・
ブラジルの 5 カ国と日本を比較し、アジャイル型開発の普

及要因を駆動要因と土壌に分けて分析した。分析結果をも
とに、日本におけるアジャイル型開発の普及のための施策
案を、2012 年 6 月 11 日に公開した［SEC HP-3］。
　今後は前述の調査検討結果等をもとに、有効性が確認さ
れている適切な領域でのアジャイル型開発の適用を促進す
るための活動を、SEC セミナー等で行う予定である。

●2 要求の変化を前提とした
     開発のための技術整理
　企業におけるシステム開発では、社会・経営環境の変化
への対応や企業競争力を強化するために法令遵守・業界標
準への準拠、市場シェア拡大、消費者ニーズの多様化への
対応、業務効率向上等、多様なビジネスの課題に迅速かつ
柔軟に対応することが急務となっている。このため、クラ
ウドコンピューティングといった新しい情報システム構築
技術への期待が高まっているが、それらの構築技術は、ガ
イドライン等※ 3 の整備が進んでいない。
　そこで、関連技術調査を実施するとともに、要求工学や

2011年度
活動概要

エンタプライズ系

特 集

新たな技術動向等に対応した
ソフトウェアエンジニアリング手法
SEC
調査役

新谷 勝利
SECエンタプライズ系プロジェクト
リーダー

山下 博之

SECエンタプライズ系プロジェクト
研究員

柏木 雅之
SECエンタプライズ系プロジェクト
研究員

吉元 一郎†

SECエンタプライズ系プロジェクト

岡山 歩
SECエンタプライズ系プロジェクト

河村 太郎

†　2012 年 4 月に T&D 情報システム株式会社に帰任。

■組織体制
　●チーム間ローテーション
■コミュニケーション
　●段階的朝会
　●チームまたぎの振り返り
■展開
　●漸進的な人数増加
　●漸進的な展開
　●社内勉強会
■分散拠点開発
　●同一拠点から分散へ
　●TV会議
■アーキテクチャ
　●組織の共通基盤アーキテクチャの利用
　●アーキテクチャについての教育
■システム分割／インテグレーション
　●同じリズム
■品質
　●第三者テスト
■部分適用
　●必要な部分のみ適用
　●疎結合なチーム
　●工程の見える化

中大規模開発特有の工夫

■コミュニケーション
　●完全透明性
■展開
　●パイロット導入
　●認定研修・コンサルタントの利用
■分散拠点開発
　●チケットシステム
　●リアルタイムチャット
■アーキテクチャ
　●アーキテクチャの改善
■システム分割／インテグレーション
　●疎結合で分割
　●早期からのインテグレーション
　●継続的インテグレーション
■品質
　●重視するビジネス価値
　●ビジネス価値の変化
　●タイムボックス優先の品質
　●自動単体テスト

■アーキテクチャ
　●最初のアーキテクチャ構築
　●アーキテクチャ専門チーム
　●運用保守チーム
■品質
　●テスト・フェーズ

小規模開発とは逆のアプローチをとる工夫

小規模開発と同様だがとくに注意して実施する工夫

図１　中大規模開発事例における工夫一覧
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［SEC HP-1］IPA/SEC：「非ウォーターフォール型開発に適したモデル
契約書の改訂版を公開」，http://sec.ipa.go.jp/reports/20120326.html，
2012

［SEC HP-2］IPA/SEC：｢非ウォーターフォール型開発の普及要因と適
用領域の拡大に関する調査」報告書を公開，http://sec.ipa.go.jp/
reports/20120328.html，2012

［SEC HP-3］IPA/SEC：「非ウォーターフォール型開発の普及要因と適
用領域拡大に関する調査報告書（海外における普及要因編）」，http://
sec.ipa.go.jp/reports/20120611.html，2012

［SEC HP-4］IPA/SEC：「要求発展型開発 WG　2011 年度　活動報告
書」，http://sec.ipa.go.jp/reports/20120426.html，2012

［SEC HP-5］「ITコーディネータが見た中小企業等におけるクラウドサー
ビス利用上の課題・導入実態」調査報告書の公開，http://sec.ipa.
go.jp/reports/20120417.html，2012

参考文献

IT アーキテクト、テスト技術等における産学の有識者か
ら成る「要求発展型開発 WG」を設置し、新しい情報シス
テムの構築技術の体系化を試み、普及・適用のための指針
を取りまとめた。
　具体的には、今後の普及、及び適用が求められるシステ
ムの構築技術分野として、要求の変化を把握し、システム
の構造を明確にする技術である①「要求管理」と、②「シ
ステム構成関連技術（部品化・連携）」、③「安全と情報セ
キュリティ」の 3 つを選定、体系化した。加えて、要求変
化を柔軟に取り込む開発手法である④「非ウォーター
フォール型開発技術」、要求変化に対応する組織やシステ
ムの対応能力等の分析手法である⑤「超上流プロセスにお
けるシステムズエンジニアリングの分析評価技術」、さら
に⑥「上流工程横断連携」、⑦「システム運用技術」の 4
つを新たな技術分野に加えた。
　その後、これら 7 つの技術課題に対し、開発等のプロセ
スの観点やシステムの実際の利用や運用を想定したステー
クホルダ要求、品質要求といった 6 つの評価軸で分析評価
を行った結果、次の結論を得た（表１）。
●要求変化・発展に対応可能な、超上流工程、運用工程の

技術の確立が必要
・運用工程に直結した超上流工程技術の検討
・超上流工程～運用工程のトレーサビリティ技術開発
●開発プロセス以外での要求管理・分析技術が重要
　以上の結論に基づき、情報システムの構築技術のうち、

「超上流プロセス分析・評価」や「運用技術（ITIL ※ 4 継続
的改善）」を、とくに普及・適用が必要な技術分野として
選定し、技術解説を加えた報告書［SEC HP-4］として取
りまとめた。
　今後とも、結論を踏まえた取り組みを行う予定である。

●3 戦略意思決定プロセス強化手法の
　  普及展開
　IESE との共同研究を引き続き実施した。とくに、組織

ゴールからその実現のための戦略の作成、及び戦略を実践
するために導入する IT プロジェクトに整合性を持たせる
方法論である GQM+ ストラテジー※ 5 の日本での一層の普
及促進を目指し、複数社とパイロット導入実験を実施した。
また、企業からの参加者及び大学教員を中心とするプロ
ジェクトチームを結成し、ワークショップ開催や導入ガイ
ドの翻訳を行った。さらに、GQM+ ストラテジーの具体
的な実践のための活動計画を策定し、2012 年度は同計画
に基づき活動を強化する予定である。

●4 クラウドコンピューティング導入に
　  関する定点観測
　前年度に引き続き、ITCA ※ 6 と共同で、中小企業等の
IT 化支援サービスを行う専門家である IT コーディネータ
を対象とした、中小企業等におけるクラウド利用について
のアンケート調査を定点観測として実施した。本調査結果
を分析し、クラウドコンピューティング導入上の課題や東
日本大震災に伴う導入傾向の変化状況等について取りまと
め、報告書［SEC HP-5］を公開した。

評価軸

技術課題
開発

プロセス
超上流

プロセス
運用

プロセス
EA開発
プロセス St要求 品質

特性
総合
評価

⑤超上流分析評価 1.4 5 1.8 3 0.9 2.5 2.4

⑥上流工程横断連携 2.6 1.2 0.8 1.9 0.3 1.2 1.3

①要求管理 2.1 1 1.6 0.9 1.1 0.8 1.3

②システム構成技術 2.6 1 0.4 2.1 0.9 1.2 1.4

③安全と情報セキュリティ 3.1 0.6 1.4 1.8 0.4 0.8 1.4

⑦運用技術 1.5 3.4 5 2.5 1.1 1.5 2.5

④非WF型 0.3 0.2 0.6 0.6 0.9 0.9 0.6

平均 1.9 1.8 1.7 1.8 0.8 1.3 1.6

表１　技術課題の評価結果

（注 1）表中の数値は、技術課題の解決が評価軸の観点での発展に貢献する度合いを、
調査結果に基づいて 5 段階で評価した平均値を表す。

※ 1	 IESE：Institute for Experimental Software Engineering，ドイツ・
フラウンホーファ協会実験的ソフトウェア工学研究所

※ 2	 「情報システム信頼性向上のための取引慣行・契約に関する研究
会」最終報告書の情報システム・モデル取引・契約書，http://
www.meti.go.jp/policy/it_policy/softseibi/index.html

※ 3	 REBOK（要求工学知識体系）、SWEBOK（ソフトウェアエンジ
ニアリング基礎知識体系）等。

※ 4	 ITIL：英国商務局（OGC：Office of Government Commerce）が、
IT サービス管理・運用規則に関するベストプラクティスを調和
的かつ包括的にまとめた一連のガイドブックのこと。

※ 5	 GQM+ストラテジー：Goal Question Metric + Strategies，組織
のゴールと結び付けた IT 戦略の実施において、前提とする事実
及び過程への考察からゴール成就への影響とリスク評価を行う
方法論。IESE が開発。

※ 6	 ITCA：NPO 法人 IT コーディネータ協会，IT Coordinators 
Association

脚注
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　ITサービスの回復力（レジリエンス）の底上げを目的に、
ITサービス継続計画策定のための指針『高回復力システ
ム基盤導入ガイド（以下、「導入ガイド」）』を作成した。

●1  背景
　東日本大震災の被災やオンラインサービスの長時間にわ
たる停止により、企業などにおける業務の情報システムへ
の依存度やリスクに対する認識は高まったが、以下の理由
で ITサービス継続や情報システムの迅速な復旧の対策が
十分に実施されているとはいえない。
・ITサービス継続への投資について経営者の理解が十分
に得られない
・対策を整備する前提となる被害想定や、それに基づく事
業継続戦略の決定方法が複雑で手間がかかる

●2  導入ガイドの構成
　「ITサービス継続WG」は、情報リスク管理や ITガバ
ナンス、ITサービス継続の分野における有識者で構成さ
れ、高い回復力を備えたシステム基盤※1（高回復力システ
ム基盤）の導入について手順の簡略化や実践的な手法の検
討を行い、3編から成る導入ガイドにまとめた※2（表 1）。
　導入ガイドは、ビジネス要求と ITリスクの関係や、技
術的対策を分かりやすく解説する目的で作成した。

●3  導入ガイドの特徴
　導入ガイドでは、簡略化のため、次の工夫を行った。
① 4つのモデルシステム
　「大規模災害」や「大規模システム障害」が発生し、そ
れぞれが顕在化したときの業務の目標復旧時間を想定し、
それを実現可能なシステムの構成例を 4つ用意した。この
構成例を「モデルシステム」と称する（表 2）。これを用
いることで、経営層と情報システム部門の間でビジネス面
の要求やシステムの実現可能性などを具体的に検討出来
る。
②簡略化されたシステム導入計画策定手順
　前述のモデルシステムを活用した、簡易なシステム導入
計画の策定手順を示した（表 3）。

2011年度
活動概要

エンタプライズ系

特 集

IT サービス継続計画策定の
ための指針の作成
SECエンタプライズ系プロジェクト
リーダー

山下 博之
SECエンタプライズ系プロジェクト
研究員

柏木 雅之

SECエンタプライズ系プロジェクト

河村 太郎
SECエンタプライズ系プロジェクト

在田 博明

SECエンタプライズ系プロジェクト

高橋 圭二
SECエンタプライズ系プロジェクト

三好 進

※ 1　システム基盤：業務アプリケーションに対して共通のサービスを
提供する仕組みのことであり、ここでは「OSやミドルウェア」、
「ハードウェア機器やネットワーク機器」、「システム運用の体制
や仕組み」、「電源供給・ネットワークサービス」、「建物・設備」、
更には「業務データ」などの 6つの要素を対象としている。

※ 2	 高回復力システム基盤導入ガイド：概要編，計画編，http://sec.
ipa.go.jp/reports/ 20120508.html（事例編は 6月末公開予定）

脚注

編 内容

概要編
・高回復力システム基盤の必要性
・企画・要件定義プロセスの概要
・モデルシステムの概要

計画編

・モデルシステムを活用した高回復力システム基盤の構
築導入

・企画・要件定義プロセスにおける作業手順や留意点
・モデルシステムの詳細

事例編

・東日本大震災による情報システムの被災状況
・被災から得られた教訓
・高回復力システム基盤の具体的な導入事例
・高回復力システム基盤導入の際のポイント

手順 概要

1 検討対象の選定 高回復力システム基盤の適用範囲を特定

2 モデルシステムの
選定

手順 1で選定したシステム基盤について、適切な高
回復力システム基盤のモデルを選択

3 要件定義 選択したモデルシステムが提供する要件を参照し、導
入する高回復力システム基盤の要件を確定

4 導入計画策定 手順 3で定義した要件に基づく高回復力システム基
盤を導入するための計画を策定

表1　『高回復力システム基盤導入ガイド』の構成と内容

表2　導入ガイドにおけるモデルシステム

表3　ガイドで解説するシステム導入計画の策定手順

モデルシステム

１ ２ ３ ４

特
徴

①システム基盤の
　強度 低 中 高 高

②目標復旧
　時間

障害時 1～ 3日 2時間以内 2時間以内 2時間以内

災害時 1～ 6カ月 1～ 6カ月 1～ 7日 2時間以内

③投資規模 低 中 高 高

主
要
要
件

①バックアップ方式、	
　取得間隔

非同期
月次

非同期
週次

非同期
数回 /日

同期
数回 /時

②機器などの冗長化 なし あり あり あり

③バックアップサイト なし なし あり
あり

（ホットスタ
ンバイ）
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Topics

　SKYACTIV の開発目標はかつて我々が経験したことが
ないほど高く、車種展開も短期であった。これらの大規模
な一括開発をやりきることは、大きな挑戦であった。
　これらの実現は、従来の開発のやり方では到底実現出来
そうもないと思われた。この課題を乗り越えるために、モ
デルベース開発を全面的に適用していくことを、開発初期
段階に決めた。
　一般にモデルベース開発とは、制御開発のために使う「制
御対象モデル」と「制御モデル」を指すが、マツダでは、
CAE※ 3 も制御モデルも制御対象モデルも含む、机上開発全
般をモデルベース開発と呼んでいる。究極の開発の姿から
思い描くと、逆にこれらを区別して話すことは意味が無く
なり、連続して繋がる一つの技術やプロセスになるはずと
考えるからである。

　車両システムは、複雑化、巨大化し、高度な機能を実現
してきた。その進化は今後ますます加速するであろう。こ
のような高度なモノづくりを短期間で成し遂げるには、モ
デルベース開発が必要不可欠となってきている。
　マツダが世に問う次世代技術群 SKYACTIV は、エンジ
ン、トランスミッション、ボディ、シャーシに至るまで、
車に搭載するすべての技術を革新するものであり、モデル
ベース開発の成功例である。エンジンとトランスミッショ
ンにおいては、動力源のエネルギー効率を大きく高めると
同時に、レスポンスの良い駆動力発生を実現した。また、
車両と動力源との総合的最適化により省エネルギー化を図
りつつ、ドライバーの意思に車がリニアに反応する、フィー
リングの良い走りも高いレベルで実現した。車両プラット
フォームの面でも軽量化で燃費改善を実現しつつ、骨格を
強固にして、ドライバーの意思に車が遅れることなくダイ
レクトに反応する、走りのしっかり感を造り込んだ（図 1）。
　SKYACTIV という名前は、将来の子供たちに青空（SKY）
を残し続ける志と、空（SKY）のように果てしなく高い技
術を追求する志を示したものである。
　そして、SKYACTIV を搭載したクルマは、ハイブリッ
ド車に迫る優れた燃費性能を達成した。この開発では、モ
デルベース開発※ 1 がその威力を発揮した。
　この開発事例を中心に、モデルベース開発（MBD ※ 2）で
目指したこと、実現出来たことを紹介し、モノづくりのあ
るべき姿を展望したい。

ET2011　基調講演より
SKYACTIVテクノロジーの誕生を
支えたモデルベース開発
～世界一のため、創造のためのモデルベース開発（MBD）へ～

はじめに1 モデルベース開発適用の理由2

マツダ株式会社
パワートレイン開発本部
原田 靖裕

図1　SKYACTIVテクノロジーとは

 

SKYACTIV-DRIVE 

SKYACTIV-MT 

SKYACTIV-BODY 

SKYACTIV-CHASSIS 

エンジン トランスミッション  プラットフォーム  
SKYACTIV-G 

SKYACTIV-D 

エンジンもトランスミッションも車両も一気に一新 
SKYACTIVテクノロジー
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　ここでは、とくにエンジンの燃焼効率改善についての取
り組みを紹介する。SKYACTIV の 1st STEP で燃費を大き
く改善した最大の要因は、何といってもエンジン燃焼の革
新であった。現状、燃焼効率の良いエンジンでもエネルギー
効率は 3 割程度であり、7 割は損失として失われている（図
4）。しかし、マツダは究極の燃焼効率を目指し、3-STEP
で到達する道を描いている。電気部品のエネルギー効率が
すでに 9 割を超えていることに比べると、エンジンはまだ
まだ大きな改善の余地があり、宝の山である。
　燃焼効率の改善には、エンジンの圧縮比（吸い込んだ気
体を何倍の密度に圧縮してから燃焼させるかの比率）を上
げれば上げるほど良いことは知られているが、これには、
異常燃焼という悪魔の現象を伴うことから、誰も達成出来
なかった。
　ここで SKYACTIV エンジンが産声を上げたときの圧縮
比に関するエピソードを紹介しよう。担当のチーフエンジ
ニアが圧縮比 15 のエンジンを回してみることを構想した。

　マツダの戦略は、最も早く最大限の成果を生み出すため
に、実用的な順番で、商品展開を進めるということである。
そのためにどのような技術要素を積み上げていけばよいか
を明確化し進めている。これをマツダ・ビルディングブロッ
ク戦略と呼んでいる（図 2）。
　では、モデルベース開発の本論に入る前に、このマツダ・
ビルディングブロック戦略と、SKYACTIV の特徴を示し、
乗り越えるべき高い山とその攻略法について説明していき
たいと思う。
①クリーンで永続可能なエネルギー社会の構築にむけて

　世界の主要研究機関の将来予測を総括すると、当面の間
は、EV ※ 4 の比率は限定的であると予測されている。EV 以
外の車、すなわち HEV ※ 5 やμ HEV ※ 6 や従来車は、内燃機
関を必要とする車である。マツダはいっぺんに大多数の車
へ早く貢献出来るための現実解として、内燃機関の改善に
注力してきた。
② CO2 比較〜 EV 車 vs 内燃機関搭載車

　図 3 は、資源掘削～タイヤ駆動力に至るまでに排出する
二酸化炭素 CO2 量を、EV 車と HEV 車と従来車両で比較
したものである。EV 車に着目すると、車で走る前段階に
すべての CO2 を排出しており、CO2 の発生量は少なくない。
その CO2 低減のため、原子力発電所の増設が計画されてい
たが、東日本大震災以降、世界中で原子力発電所の増設計
画は停滞し、むしろ火力発電が増えつつある。日・米・露・
中国といった人口の多い国の発電所の多くは火力であり、
また、ひとたび作った火力発電所の耐用年数が 50 年もある
という現実も根深いものがある。
③エンジンの更なる効率改善

　将来的には HEV ではない一般のエンジン車も、現 EV
のレベルに手が届くであろう。改良されたエンジンが搭載
される HEV 車の燃費は、現 EV 車を超えるであろう。
　マツダは、図 3 にあるように 3-STEP でそこまで到達す
る計画である。2011 年に発売した、SKYACTIV を搭載し
たマツダの車は、まずその 1st STEP を達成し、HEV 車に
迫る燃費を実現した。
　以上説明したように、マツダは将来を鳥瞰し、必要な技
術要素を積み上げていくことを進めている。すぐに商品展
開しない場合でも、技術準備はモデルを用いて着実に進め
ておき、いつでも展開出来る状態にしておくことが理想状
態であると認識している。その方法論がモデルベース開発
である。

マツダ・ビルディングブロック戦略3

燃焼効率化などのベース技術の着実な技術進化　＋　電動化技術の技術進化 
→将来のすべてに対応出来る状態にしておき、しかるべきタイミングで商品提供する　　
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図3　CO2排出量削減の動向と目標について
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体となって、燃焼のカラクリを説明出来るモデルの構築を
とことん追求していった。

　そして、開発過程に私たちが手に入れた技術力レベルを
説明する逸話がある。
　いつもはピリピリした開発進捗会議でのこと、主担当者
がこのモデルの技術的解釈を説明し終えたとき、どこから
ともなく賞賛の拍手が沸き起こり、止まらなかった。
　最初はモデルに懐疑的であった開発の最前線の専門家た
ちが、開発後半で語ってくれたのは、「このモデルが無けれ
ば、この燃焼は絶対に実現出来なかった」という言葉であっ
た。

　モデルが信用出来るようになれば、机上での仮説検証は
いくらでも出来る。机上とはいえ無作為に試行錯誤するの
ではなく、コモンアーキテクチャ※ 7 という技術思想に沿っ
て、狙い通りに良い燃焼特性を創造することにもチャレン
ジした。SKYACTIV では、排気量が異なるエンジンでも、
狙った特性に揃えることに成功した。従来のこの道の常識
では出来るはずのないものであった。

　エンジンの高圧縮比を実現するためにも、車両と動力源
との調和がとれた最適化のためにも、制御システムが果た
した役割は大きい。SKYACTIV 実現のため、基本から見
直して一新した。主に以下のような点である（図 6）。

①吸排気流動や燃焼室状態の予測精度向上
②最適な混合気を安定形成する燃料噴射制御
③超高圧縮比を使い切るための異常燃焼抑制制御
④次世代 i-stop システムを含む燃費最適制御
⑤「走る歓び」を実現するための駆動力制御

　①②は、点火や燃料噴射制御の大元となる情報である吸
排気流動、燃焼室状態の予測精度を高めた上で、理想とす

圧縮比 12 が困難なときに 15 は正気の沙汰ではない。他の
担当者たちは、「ものになるわけがない」「ご乱心か？」と
陰で揶揄した。しかし、回した結果は、想定よりもトルク
低下は少なかった。担当者は「実験ミスだと思い何度も確
かめた」と後述している。あとから分かったことだが、着
火前の低温酸化反応で燃焼に変化が生まれていた。
　思ったほどトルクが落ちなかったとはいえ、悪魔の異常
燃焼は存在しており、実用化のために解決しなくてはなら
ない問題は山積みだった。その後、様々に設計変更して研
究を進めたが、当初、実験結果とシミュレーションは合わ
なかった。当時の燃焼 CAE モデルでは説明が付かなかっ
たのである。そのカラクリは容易には見えてこず、途方に
暮れた。
　そこで、エンジンの燃焼室内部を観察出来る、一部がサ
ファイアガラスで出来た特殊なエンジンを試作した。する
と、燃焼する直前、CAE モデルで予測したのとは逆向きの
混合気流動渦があることが分かった（図 5）。これには愕然
とした。説明が付かなかった。そのときから苦しい日々が
はじまった。CAE 技術者とエンジン設計者と実験者とが一

内燃機関の効率改善とは排気損失、冷却損失、ポンプ損失、機械抵抗損失低減に他ならない
→内燃機関には、まだまだ大きな改善余地が残されている！
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図4　エンジンの進化には大きな改善の余地がある

 図5　超高圧縮比時燃焼のモデル化を進めた

SKYACTIV技術について　
～制御のモデル化～5

ガラスのエンジンでの流動や燃焼の現象観察、高圧リグ装置での噴霧研究………
メカニズム解明を進め、その成果をモデル化した

形状のわずかな変更が、これまで経験した事ないほど鋭敏に性能変化
となった。このカラクリを解明することが、目標達成の鍵をにぎった。

超高圧縮比の世界では、燃焼ＣＡＥモデルの精度が極端に悪化した。
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SKYACTIVの燃焼系開発について

※1	 モデルベース開発：開発対象のカラクリを数式モデル化出来るレベ
ルまで解明し、そのモデルを使って開発を最適化する技術のこと。

※2	 MBD：Model Based Development
※3	 CAE：Computer Aided Engineering
※4	 EV：Electric Vehicle，電気自動車
※5	 HEV：Hybrid Electric Vehicle，ハイブリッドカー
※6	 μ HEV：micro Hybrid Electric Vehicle，マイクロハイブリッ

ドカー
※7	 コモンアーキテクチャ：BEST の特性を発見し、異なる機種におい

ても、同じ特性を揃えるように開発すること。

脚注
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昔の開発プロセスを示し対比させた（図 7）。昔の制御開発
プロセスは大きく 3 つのプロセスに分かれており、第 1 の
プロセスでマツダが制御設計し図面を出図する。しかしこ
の時点では、その仕様に矛盾があるかないかは検証が取れ
ていないものであった。第 2 のプロセスでは、電装品メー
カーが制御コンピュータ（ECU ※ 8）の試作をするが、これ
にはたっぷり 3 カ月を要していた。第 3 のプロセスは、出
来上がった ECU を、実際の試作エンジンと接続するが、
仕様ミスとバグのせいで、数カ月間まともにエンジンは動
かないのは当たり前である。動き始めてからも数カ月かけ
てエンジンのキャリブレーション※ 9 を行い、やっと開発の
1 サイクルが回る。これを数度繰り返す。つまり、膨大な
手戻りの構図であった。

●モデルベース開発のプロセス
　これに対しモデルベース開発の模範的プロセス例を示す。
ここでは 5 つのプロセスで事例説明したい（図 8）。
　まず第 1 のプロセスは、Rapid-ECU と呼ばれる、内製の
汎用制御コンピュータを活用する。試作に 3 カ月をかける
ことなく、朝思いついたアイデアは、昼にはプログラム化し、
夕方には実車テストやテストベンチでの結果を見ることが
出来る。つまり 90 日かかっていたことが 1 日で出来る手段
である。ECU の試作を待たずにどんどん実機を使ったカラ
クリ研究開発を進める手段である。
　第 2 のプロセスは、構想設計用 MILS ※ 10 を活用した、エ
ンジンも車も存在しない開発初期段階のモデルベース開発
である。車両レベルでの走りや燃費、変速が再現出来る車
両モデル技術が求められる。走行するためには、制御モデ
ル も ド ラ イ バ ー モ デ ル も 路 面 モ デ ル も 必 要 で あ る。
SKYACTIV ではこれらのモデルを活用し、エネルギー最
適化を机上で徹底的に行った。その結果、燃費 30km/L の
デミオの姿も形も無い開発着手時期に、30km/L で走る仮
想車両モデルが出来上がっていた。そのモデルを規範とし
て開発は進んでいったのである。つまり、開発初期段階に
おいて、燃費目標の整合は取られたことになる。
　第 3 のプロセスは、前工程で配分された機能目標を形あ
るものへブレークダウンするプロセスである。各部門の詳
細設計をサポートする詳細設計用 MILS の活用である。こ
の段階になると、エンジンモデルも車両モデルも詳細度を
増し、それとつながる制御のモデルも詳細になる。モデル
としての計算は非常に重くなる。これを効率化するために、
複数のコンピュータを並列処理させる特別なハードウェア
に、これらの詳細モデルをインストールしての作業となる。
これを持ってしてもエンジン燃焼モデルはスーパーコン

る燃焼状態を安定的に作り出すものであり、いずれもモデ
ル技術の集大成として制御プログラムの中にそのノウハウ
を織り込んだ。③は悪魔の異常燃焼を回避するため、これ
もモデルによる異常の予測と、未知の外乱にも耐えうる新
しい検出技術を組み合わせて搭載した。④は、ブレーキで
捨てられていたエネルギーをバッテリーに回収し再利用す
るなどの、エネルギーマネジメント制御を搭載した。HEV
制御との違いはモーターが無いだけといっても良い。⑤は
駆動輪の駆動力をモデルで推定し、ドライバーが要求する
通りの駆動力を実現し、意のままに走る人馬一体感を創出
するための制御である。
　いずれも、燃費をトップレベルに高めるのはもちろんの
こと、マツダの快適な走り感“ZOOMZOOM”を演出する
ためのシステム技術である。
　次に、これら制御システム開発に焦点を当て、モデルベー
ス開発を駆使した事例を紹介したい。

　マツダでは制御システム開発において、その規模が 10 年
で 10 倍という勢いで増大している。また、最適化すべきパ
ラメータの数は膨大であり、一番最適な高い山がどこにあ
るかの探索は、もはや人間の能力の限界を超えてきている。
　さらに SKYACTIV の開発においては、モデルが大規模
化し、航空、宇宙、自動車で広く使われている従来の MBD
開発ソフトウェアの限界を超えてしまい、フリーズさせる
に至った。ソフトウェアの開発元からは世界初の問題とい
われたが、特別対策体制を組んでいただき解決した。これ
も今となっては良い思い出である。

　モデルベース開発による革新を理解しやすくするため、

図6　燃焼のコモンアーキテクチャ開発
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1.3L

2L
1.3L

排気量によらず、同体質な燃焼特性を実現

燃焼特性のコモンアーキテクチャ

2L 1.3L

SKYACTIV-G

全負荷部分負荷

流動特性転写

燃焼パターンの同体質化

2L 1.3L

混合気特性転写

現行Eng

全負荷

SKYACTIVの燃焼について

SKYACTIVを支えた
モデルベース開発6
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ピュータ上でないと動作出来ないほど計算が重いため、こ
の解決のためには、IN/OUT 関係だけ合わせ込んだ、計算
が軽い統計モデルのようなものに置換して利用する。この
ようなモデルのハイブリット的な利用は、実用化技術とし
てなくてはならない工夫である。これらのモデルを使って、
従来は実車でなければ出来なかったような車両レベルの総
合診断を、1 万通りでも 10 万通りでも、机上で自動実験可
能である。
　第 4 のプロセスは HILS ※ 12 を活用した、実機 ECU の動
作検証である。このプロセスでは、前工程で設計検証した
結果通りとなるよう、答え合わせを行う。
　また、このプロセスになると、本物のセンサーやアクチュ
エータも繋いで、電気的な過渡応答やノイズの影響などを、
効率的に検証していく。
　第 5 のプロセスは、実機試作後のキャリブレーション（以
下、キャリブレ）への活用である。エンジンのキャリブレ
の困難さを知らない方も多いはずなので説明する。燃料噴
射のタイミングや量など、様々なパラメータを、あらゆる
環境下で最適にするために、調整すべきパラメータ数が膨
大にある。例えば、ある 1 つの定常 MAP（600 格子点）の
キャリブレだけを説明するが、5 パラメータを 7 水準ずつ
変えて調整するだけでも、その組み合わせは、7 × 7 × 7 × 7
×7 × 600 で１千万通りを超え、これをすべてエンジンを
回しながら確認するとなると途方も無い時間がかかる。
　そこでエンジンが完成したあと、実機エンジンの IN/
OUT と等価なエンジンモデルを作るのに必要な基礎データ
を素早く計測し、作り上げたエンジンモデルを用いて机上
でキャリブレすることを行っている。これについても、こ
の技術が出来た頃、「ベテランエンジニアが実機でキャリブ
レした結果」vs「モデルベースでキャリブレした結果」を
比較する実証実験を行った。結果は机上のほうが、燃費が

数 % 良く、かつ所要期間もはるかに短かった。
　すでに現在の制御システム & パラメータは、人間の能力
では全体が見渡せないほど複雑で膨大で、最適解がどこに
あるのかを探し出せないうちに納期が来てしまうことを意
味している。この傾向は、今後ますますひどくなることは
間違いない。最適解を見渡すための道具としても、モデル
ベース開発は必須となる。

　マツダで、エンジン制御用の Rapid-ECU を完全内製で開
発したのは、1987 年であった。複雑に見える ECU の周辺
回路も分析すれば、10 種程度の入力回路 & 出力回路に整理
でき、これをあらかじめ備える構成とした。マイコンボー
ドも内製である。これとセットで、制御用言語の開発も内
製で行った。50 種ほどの関数（現在でいう関数アイコン）
の組み合わせだけで、自由にエンジン制御を開発出来る環
境を構築した。この MBD ツール群は、FICCS※ 14 と呼ばれ、
1991 年に量産された RX7（FD3S 型 ロータリーエンジン）
の技術開発から活用された。

試作 エンジンに装着し、

データ適合・評価 
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図7　従来の制御系開発プロセス 図8　現在の制御系開発プロセス（＝モデルベース）

マツダ製品における
モデルベース開発の歴史7

※8	 ECU：Electrical Control Unit
※9	 キャリブレーション：制御で操作する量やタイミングを、あらゆる

環境下で最適にするために、制御パラメータをチューニングする作
業を指す。

※10	 MILS：Model In the Loop Simulation
※11　PCM：Powertrain Control Module，パワートレイン・コントロー

ル・モジュール
※12	 HILS：Hardware In the Loop Simulation
※13	 目標カスケード：ここでは抽象的な車両性能目標から、個別システ

ムや部品レベルへ具体的に目標を固めていくことを示す。
※14	 FICCS：Function Integrated Composer with Control Symbol

脚注
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課題は、各ドライバー個人のばらつきでラップタイムに差
が出ることであったが、コンピュータ上で一番早く走れる
操作を最適化し、ドライバーにそれを模倣してもらった。
最初、ドライバーたちは懐疑的であったが、国内のサーキッ
ト用に路面モデルを作り、その場所での実証実験で早く走
れることが証明出来、納得してもらえた。この MBD ツー
ルはサーキットシミュレーションと呼ばれた。
　1990 年代になってからは、MBD はディーゼルエンジン、
水素ロータリー、AT ※ 16 の開発でも広く活用された。
　思い返すと、我々のモデルベース開発は、1980 年代後半、
資源面で余力がなかったロータリー開発の中で生まれた。
世界中で誰も助けてくれない、普通のやり方では生き残れ
ない、自分たちで革新しなければ滅亡する、という危機感
の中から生まれてきたともいえる。

　これから、日本はいかに勝つのか？　その道を見いださ
なければ生き残れない。Apple 社の創設者の一人である、
故スティーブ・ジョブズ氏が、世界初とも言われるパーソ
ナルコンピュータを共同開発し、専門家だけの物であった
コンピュータを一般の人の物へと革新したとき、その研究
開発費は極めて安価だった。Windows がシステムを標準化
したのとは全く違い、Apple はシステムを徹底的にアイデ
アでユニーク化した。安さではなく商品価値の高さで成功
した。世界初でオンリーワンの存在になり、周りがそれを
あとから模倣する構図を作った。これは成熟した国におい
ても、アイデア次第でまだまだ成功の道があることを示し
てくれている。
　モデルベース開発は、未知の世界で無数のアイデアを試
すようなものである。どこに自分たちが目指す山があり、
どこに通ってはいけない谷があるか、どのルートで行けば
一番早くその山に登れるのか？　を探求するためにモデル
ベースが使える。それはアイデア次第。私たちは、単なる
効率化のためだけでなく、世界一になるため、創造のために、
モデルベース開発を使うべきなのだと考えている。
　JAPAN が世界で競合力を持ち続けるにはどうあるべき
か？　革新しなければ生き残れないという危機感を持って、
モデルベース開発を再考していきたい。

●1980年代、RX7時代にもモデル開発
　当時、RX7 は加速時のひどい振動で苦しんでいて、加速
振動と逆位相でトルクを制御し、振動をピタッと止める点
火アクティブ制御をモデルベースで取り組んだ。当該部分
の制御ロジックの開発着手からキャリブレーション終了ま
でを 1 週間でやりきった。当時、この作業は半年かかるの
が普通だったため関係者を驚かせた。このとき、車の走行
をシミュレートするシンプルモデルも作り、点火アクティ
ブ制御の動作検証もモデルで行った。そのロジックをすぐ
に実車搭載出来た。振動はすぐに抑制出来たが、最後まで
苦労したのは加速フィーリングだった。同乗したテストド
ライバーの駄目出しの意味を理解しながら、テストコース
横に車を止めて 10 分で対策制御ロジックを作り、即実車確
認することを数度繰り返した。1988 年 8 月にこの FICCS
での仕事が成功したことを覚えている。
　ここでも裏話がある。SKYACTIV で燃費 30km/L デミ
オの構想設計をしたツールは、内製の PT-VTES ※ 15 という
MBD ツールだが、その初期版（1992 年）には 1987 年版
FICCS から多くの関数が移植された。その関数の一部は最
新版にも残っており、SKYACTIV を支えている。マツダ
の MBD は、25 年の歴史を継承しているというのが感慨深
い。

●構想設計用MILSを活用した、最初の成功事例
　1989 年ごろから本格活用してきた MILS の最初の成功事
例は、1991 年ル・マン 24 時間レースにおける総合優勝車
両の開発である。ル・マンのコース変更は 1991 年から実施
と公表されたが、平時は一般道であるため、レーシングカー
での事前テストは出来ない。我々はル・マンの路面モデル
を作り、この仮想コース上で、規定の燃料量内で一番早く
走るためのエンジン～車両の設計を行った。最後に残った

図9　マツダのMBDの歴史

※15	 PT-VTES：Power Train Virtual TEsting System
※16	 AT：Automatic Transmission

脚注

1987年～　　RX-7のエンジン制御開発　　MILS～ Rapid－ECU活用

1989年～ル・マン総合優勝(1991)のために　サーキットシミュレーションでMILS検証

1990年～エンジン技術開発　Rapid－ECU、MILS、HILS活用

1994年～電子制御AT開発　技術開発～量産開発で　FULL－MBD開始 

MILSでのロジック開発～Rapid－ECUでのキャリブレーションを終え、OK
確認後に出図。 
このMBDシステムは、FICCS（フィックス）の愛称で呼ばれていた。 

路面モデル＋ドライバーモデル＋仮想車両モデルでこのコースのための最適
設計 
このMBDシステムは、サーキットシミュレーションの愛称で呼ばれていた。

直噴DEの電子制御システム、水素REなど、数々の新技術開発を行った。こ
のMBDシステムは、MACS（マックス）MUNMOS（マンモス）の愛称で呼
ばれていた。

駆動系制御コンピュータの全モジュール開発をMBDでやりきった。この
MBDシステムは、PCMエミュレータの愛称で呼ばれていた。

1991年
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マツダのMBDの歴史 

まとめ　
～私たちは何を目指すべきか8
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キテクト）を輩出してきている。
　課題 2 及び 3 に関しては、IPA/SEC が策定した「組
込みスキル標準（ETSS）」［ETSS，ETSS 2005］が、
技術者自身のキャリアアップに役立つか、また、企業が
技術者の育成計画を立てる際に役立つかを調査した。
　その結果、実際に各企業が現場で活用するにあたって
は、いくつか補足すべき事項があるとの結論を得た。こ
の結論に基づき、2011 年 1 月より組込みシステム産業
振興機構内の教育事業推進部会において、キャリアプラ
ン体系化サブワーキンググループを立ち上げ、ETSS に
基づいた独自のキャリアガイドを作成することとした

［キャリアガイド］。

①実態に則したキャリアマップの定義

　組込みシステム産業振興機構の会員企業からのヒアリ
ング結果を集約、整理して「組込み技術者キャリアマッ
プ」（以降、キャリアマップと呼ぶ）を作成した（図 1）。
その中では各キャリアを、開発系キャリア、検証系キャ
リア及び支援系キャリアの 3 つに分けた。キャリアガイ
ドでは、開発系キャリア及び検証系キャリアを中心に記
述している。
②システムアーキテクトの重要性について

　開発系キャリアにおいては、システムアーキテクトを
とくに重視している。すなわち、開発系キャリアを目指
す場合、その最終目標としてシステムアーキテクトにな

　アジア諸国を中心に新興国が台頭する中、日本企業が
グローバル競争に打ち勝つためには、家電、環境、医療、
エネルギーなど日本が得意とする分野で持続的な成長を
実現していくことが必須である。組込みシステムは、こ
れらの産業の中核を担い、日本の発展を支える重要な鍵
となる。日本における組込みシステムの技術力を更に向
上させ、産業の大きな発展へと導くためには、体系的な
組込み技術者の育成が必要である。
　現在、組込みシステム関連技術者の育成には、以下の
ような課題があると考えられる。

【課題１】実践的知識・技術を備えた高度組込み技術者
を育成するための体系的な教育プログラムが無い。

【課題２】組込みシステムの開発では、組織と職種の関
係並びにキャリアアップやキャリアチェンジの関係が他
の産業に比べて分かりにくく、組込み技術者自身がキャ
リアについてのイメージを持てない。

【課題３】個人と企業がキャリアアップの目標を共有出
来ていない。
　これらの課題に対し、組込みシステム産業の拡大のた
めに、産学官連携を推進している組込みシステム産業振
興機構は、次のような取り組みを行ってきた。
　課題 1 に関しては、本機構の前身である「組込みソフ
ト産業推進会議」にて検討を行い、「組込み適塾」シス
テムアーキテクトコースを開講し、2008 年度以降、実
践的知識・技術を備えた高度組込み技術者（システムアー

　組込みシステム産業振興機構では、ETSS※1を基にして、組込み技術者が自己の現状認識と将来のキャリアパスの確認が容易にでき
るように工夫した「組込み技術者向けキャリアガイド」（以降、キャリアガイド）を作成した［キャリアガイド］。
　本稿では、このキャリアガイドの概要や考え方とともに、簡単な利用例についても解説する。

組込みシステム産業振興機構　教育事業推進部会　キャリアプラン体系化ワーキンググループ主査
大阪大学大学院　情報科学研究科長
井上 克郎

組込み技術者向けキャリアガイドの
開発

キャリアガイド作成の背景と目的1

キャリアガイドの考え方2
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　本キャリアガイドは以下の 4 つから構成される。
（1）キャリアの定義

　ETSS で示されているプロダクトマネージャやプロ
ジェクトマネージャなどの 10 種のキャリアに加え、テ
ストアーキテクトを新たに追加した。このテストアーキ
テクトの責任範囲は、「システム検証の戦略立案」であり、
その概要は、「テスト全体の構造を設計し、テストの詳
細設計の指針・原則を決定する」とした。

（2）キャリアマップ

　組込みシステム技術者の代表的な職種における能力開
発の標準的道筋を図 1 に示した。ETSS に定義されてい
るキャリアをもとに、一般的な組込み関連企業における
人材育成状況をモデル化し、俯瞰的に示している。この
中では以下の 5 種類のキャリアパスを示している。
Ｆ：プロダクトマネージャ（ハイ）向けキャリアパス
Ｇ：システムアーキテクト（ハイ）向けキャリアパス
Ｈ：ソフトウェアエンジニア（ハイ）向けキャリアパス
Ｉ：ブリッジ SE（ミドル）向けキャリアパス
Ｍ：テストアーキテクト（ハイ）向けキャリアパス
　開発系キャリアにおけるドメインスペシャリストや、
支援系キャリアにおける開発プロセス改善スペシャリス
ト、QA スペシャリスト、開発環境エンジニアにおいて
は、明示的にキャリアパスを示すのが困難であることが、
今回のヒアリングから導き出されたため、キャリアパス
定義の対象外とした。またブリッジ SE（ハイ）につい
てはキャリアパスとして我々の関連企業において存在し
なかったので、本キャリアマップには反映しなかった。
　各キャリアのレベルについては、ETSS の 7 段階から
簡略化し、ハイ、ミドル、エントリの 3 段階とした。

（3）キャリアチェンジの説明

　図 2 は、キャリアマップに出現する 5 種類のキャリア
チェンジそれぞれについて、具体的かつ簡単な説明をし
たものである。

（4）スキル分布特性図（組込み技術スキルマップ）

　キャリアごとに保有することが望まれるスキルを、

る、あるいは、少なくともシステムアーキテクトの素養
をある程度身につけた上で他のキャリアにキャリアチェ
ンジする必要があると考え、検討を行った。
③テストアーキテクトの必要性について

　支援系のキャリアに、テスト設計の重要性を考慮し
「テストアーキテクト」を定義した。これは ETSS には
存在しないが、実際に調査を行い、重要なキャリアの一
つとして存在していることを確認している。したがって、

「テストアーキテクト」を目指すべき検証系キャリアの
到達点の一つとして定めた。
④キャリアアップ、キャリアチェンジを意識したスキル

分布の構成

　キャリアアップやキャリアチェンジを果たすために必
要なスキルは何かを明示し、ETSS で定義しているスキ
ル分布について必要な部分のみを取り出すとともに、一
部を、会員企業の実態や要求に即して変更した。具体的
には、後述する 5 つのキャリアパスにおいて、キャリア
アップやキャリアチェンジに伴ってスキルが積み上がる
よう、留意しながらスキル分布を再定義した。
⑤HCMについて

　ETSS では、技術者のビジネススキル、中でも人的資
源の有効活用技術 HCM※ 2 の必要性はとくに強調されて
いないが、我々の議論の中ではその重要性が強く認識さ
れた。したがって、原則どのキャリアにおいても、キャ
リアレベルがミドル以上である技術者は、HCM のスキ
ルを必要とした。
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図1　組込み技術者キャリアマップ

キャリアガイドの構成3
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て追加した。またビジネススキルについても支援のも
とに遂行出来る必要性があると考え、スキルとして追
加した。

・プロジェクトマネージャ（ハイ）について
　　プロセスマネジメントについて、現状を分析し改善・

改良出来る力が必要と考え、スキルとして追加した。
・プロダクトマネージャ（ハイ）について
　　プロジェクトマネージャ（ハイ）同様、プロセスマ

ネジメントについて、現状を分析し改善・改良出来る
力が必要と考え、スキルとして追加した。

　この他の 4 種類のキャリアパスそれぞれに関しても、
最終目標に至る各キャリアが持つべきスキル分布特性を
定義し、ETSS との差異について記述した。

ETSS の定義に従い、スキルカテゴリとして技術要素、
開発技術、管理技術、パーソナルスキル、ビジネススキ
ルを横軸にし、必要なスキルレベルを縦軸とした。
　図 3 にプロダクトマネージャ（ハイ）向けキャリアパ
スのスキル分布特性を示す。ETSS との違いは以下の考
えに基づく。
・ソフトウェアエンジニア（ミドル）について
　　HCM に関して、人的な資源の有効利用をある程度
（支援のもとに遂行できるレベル）出来る必要性があ
ると考え、スキルとして追加した。

・システムアーキテクト（ミドル）について
　　開発技術に関しては、すべての項目について自立的

に作業を遂行出来る必要性があると考え、スキルとし

図2　キャリアチェンジの説明

図3　プロダクトマネージャ（ハイ）に至る各キャリアの
　　  スキル分布特性図

CB ソフトウェアエンジニア　　から
システムアーキテクト

ミドル

ミドル

ソフトウェアエンジニアとして、ソフトウェア開発技術を十分理
解した上で、５年以上の開発経験があり、管理技術についてもソ
フトウェア開発関連の幅広い知識を持っている技術者が、各分野
の技術要素について精通し、システム要求分析、システム方式設
計や、プロジェクトマネージメント、プロセスマネージメントを
学習、経験し、また、パーソナルスキル、ビジネススキルを身に
つけることで到達できる。

DC システムアーキテクト　　から
プロジェクトマネージャ

ミドル

ミドル

システムアーキテクトとして、プロジェクトを主導する立場を数
年経験した上で、プロジェクトマネージメント、プロセスマネー
ジメントを正しく理解し、それを実践できていること、加えて、
ビジネススキルを持ち、問題解決能力、リーダーシップ、組織間
調整などのパーソナルスキルを困難な状況でも、冷静に発揮でき
るようになった時に到達できる。

FE プロジェクトマネージャ　　から
プロダクトマネージャ

ハイ

ハイ

プロジェクトマネージャとして、数多くのプロジェクトを完遂さ
せたマネージャが、経営的な視点を持ってプロダクトの企画・研
究・開発・販売・保守のプロダクトのライフサイクルを理解した
上で、プロダクト全体のマネージメントを行えるようになった時
に到達できる。

C I システムアーキテクト　　から
ブリッジSE

ミドル

ミドル

システムアーキテクトとして十分な経験があり、加えて、語学力
を基礎としたコミニュケーション力、その国の風土、風習を理解
した上でのネゴシエーションができるようになったときに到達で
きる。

K J テストエンジニア　　から
テストアーキテクト

ミドル

ミドル

テストエンジニアとして、テスト手法、テスト手順などを十分理
解した上で、３年以上のテスト実施経験がある技術者が、品質マ
ネジメントや開発プロセス、構成管理など管理技術を学習、経験
し、また、パーソナルスキルを身につけることで到達できる。
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名を今からソフトウェアエンジニア（エントリ）ないし
は新卒社員から育成しなければならないことが分かる。
つまりこれら 3 名に対しては、現在の業務を完遂するだ
けではなく、キャリアアップのための教育を施すことが
必須であることが分かる。
　その他にも、教育プログラムの設計や選択、人事制度
の評価や改善など色々な利用方法が考えられる。

　本キャリアガイドでは、組込み技術者のキャリア形成
にあたり、モデルとなる 5 つのキャリアパスを提示し、
それらのキャリアパスの中でどのようなスキルを身に付
ければよいかを容易に可視化する方法を示した。
　また、各企業からのヒアリング結果を集約してガイド
を作成している。しかし、これだけでは、すべての企業
におけるキャリアを網羅する万能なガイドとはなってい
ない。より具体的に各企業に適用するためには、必要に
応じて、拡張や変更する必要があろう。
　本ガイドを利用することで、多くの技術者が自分の
キャリアパスを認識し、それに向かって大きく成長して
いけるようになることを望んでいる。また、多くの企業
には、より高度な人材を育成し、成長・発展することを
強く期待する。

謝辞

　本キャリアガイドをまとめるにあたり、指導、助言頂
いた IPA/SEC の松田所長及び室主査に深く感謝する。
また、キャリアパスの現状や考え方について、調査やア
ンケートに協力いただいた組込みシステム産業振興機構
の各参加企業の方々に感謝する。とりまとめに協力いた
だいた本ワーキンググループや教育事業推進部会の皆
様、そして事務局の方々に深謝する。

（1）技術者向け

　まず自分の目標キャリアを確認する。例えば、将来プ
ロダクトマネージャ（ハイ）になりたいとする。次に、キャ
リアマップを見てキャリアパスを確認する。この場合、
　A：ソフトウェアエンジニア（エントリ）
　B：ソフトウェアエンジニア（ミドル）
　C：システムアーキテクト（ミドル）
　D：プロジェクトマネージャ（ミドル）
　E：プロジェクトマネージャ（ハイ）
　F：プロダクトマネージャ（ハイ）
となる。そこで、このキャリアパスの中で、現在自分が
どこにいるのかをキャリアの定義とスキル分布特性図を
利用して確認する。その際、社内の評価者等の協力を得
ることも重要である。
　例えば、現在ソフトウェアエンジニア（ミドル）であ
ると分かると、次に目指すべきキャリアであるシステム
アーキテクト（ミドル）であることが分かる。これにな
るためにはどのようなスキルが必要になるのかを、スキ
ル分布特性図の 2 つの差分として確認する。この差分の
スキルを身につけるための勉強を行い、システムアーキ
テクト（ミドル）に到達する。これらを繰り返すことに
よって、最終目標のキャリアに到達出来る。

（2）経営者（人材育成担当者）向け

　会社の経営方針を確認する。例えば、「現在は組込み
ソフトウェアの受託企業であるが、5 年後には自社にお
いて組込み製品の開発が出来る企業になる」という方針
があったとする。その方針の実現のために必要な人材の
質と量を推計する。ここでは、システムアーキテクト（ミ
ドル）が 5 人必要と仮定する。
　次に、現在の人材のキャリアレベルを、スキル分布特
性図を用いて定量的に評価する。ここでは仮に、
・ソフトウェアエンジニア（エントリ）：5 名
・ソフトウェアエンジニア（ミドル）：2 名
であったとすると、中途採用や、他のキャリア（検証系
／支援系）などからのキャリアチェンジを考慮しない場
合、ソフトウェアエンジニア（ミドル）の 2 名が、シス
テムアーキテクト（ミドル）になれたとしても、あと 3

キャリアガイドの利用方法4

おわりに5

[ キャリアガイド ] 組込みシステム産業振興機構 教育事業推進部会キャリ
アプラン体系化ワーキンググループ，「組み込み技術者向けキャリアガイ
ド　～技術力の向上で企業の発展を目指すために～」，2012

[ETSS] IPA/SEC：「新版 組込みスキル標準 ETSS 概説書」，翔泳社，
2009

[ETSS 2005] IPA/SEC：「組込みスキル標準概説書〈2005 年版〉」，翔
泳社，2005
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International Collaboration

Safety，Problems and Concerns」（アイシン精機株式
会社）
＜フランス側講演＞

「Software and system engineer ing too ls and 
methodologies」（CEA-LIST）
＜団体講演＞

「オープンプラットフォーム“TERAS”について」（一
般社団法人 TERAS）
＜沖縄県講演＞

「沖縄県における IT 振興の取り組み」（沖縄県庁、株式
会社沖縄ソフトウェアセンター）
　沖縄ソフトウェアセンターが幹事会員となっている
TIDA コンソーシアムによる取り組み（コールセンター
に集まる消費者からの情報を利用したクレームポート
フォリオツール※ 1）や、一般社団法人 TERAS が推進
するオープンツールプラットフォーム※ 2 について、日
本独自の取り組みとして紹介されました。この模様は、
ワークショップ後に地元紙でも報道されました。
　また、同日には、IPA と CEA-LIST 間で今後の協力
関係に関する方針を定めた基本合意書の調印式を行い、
本格的な連携活動のスタートを切ることとなりました。
　2 日目と 3 日目は、両機関の担当研究員らが、今後の
協力可能分野に関する議論を行いました。
　既に、2011 年末より TV 会議等で両機関の取り組み
と連携の方向性に関する意見交換を実施しており、今回
はそれぞれの取り組みについて詳細説明と議論を行い、
具体的な活動内容の策定を目指すこととし、以下の 3 分
野について、今後、具体的なアクションを行っていくこ
とを合意しました。

　前号［SEC journal 28］で紹介した通り、2012 年 2 月
21 日 ～ 23 日 の 3 日 間 に わ た り、IPA/SEC と CEA-
LIST の研究者や国内の民間有識者が一堂に会し、国際
合同ワークショップを開催しました。
　3 日間のうち、初日は公開ワークショップ「ディペン
ダブルシステムズエンジニアリングに関する日仏合同国
際ワークショップ」を開催し、下記の通り、日仏双方に
おけるシステム信頼性に関する取り組みを講演形式にて
紹介しました。

＜日本企業講演＞

「Eco Solution Activity - From Home Appliances to 
Smart City」（パナソニック株式会社）

「Complexity and Heterogeneous of Automotive 
Embedded Technologies，Emerging Functional 

　2011年9月に相互協力協定を締結した、IPAとフランス原子力・代替エネルギー庁（CEA）システム統合技術応用研究所
（LIST）は、双方の関係者による国際合同ワークショップを、2012年2月21～23日に沖縄県那覇市内で開催しました。前号に
引き続き、同ワークショップでの議論内容と、両者が連携した今後の取り組みについて紹介します。　

フランスCEA-LISTとの
今後の連携活動について
SEC 企画グループ
佐々木 勇人

写真 1　初日は一般聴講者も交え、日仏最新の取り組みを
　　　　紹介
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国際標準をにらんだ取り組みを実行出来ると考えていま
す。
　ソフトウェアの信頼性確保という、各国においても
待ったなしの状況に対する取り組みとして、産学官だけ
でなく、こうした国を超えた連携活動の必要性に迫られ
ており、IPA は今後も CEA-LIST をはじめとする海外
機関との協力・連携を推進していきたいと考えています。

（1）モデルベースエンジニアリングとトレーサビリティ

　複雑な高信頼ソフトウェアシステム（CCSiS ※ 3）への
取り組みという、世界共通の課題解決のための標準的な
オープン技術の開発へ向け、日仏双方の産業界の意向や
知見の集約のために連携を行う。
　このスタートとして、2012 年 5 月 9 ～ 11 日に日本で
開 催 さ れ た ESEC2012 ※ 4 に お い て、CEA-LIST の
Sebastien Gerard 上席研究員が講演を行った。

（2）CCSiS の品質評価および監査

　IPA/SEC では、2013 年度からの運用開始を目指し、
ソフトウェア品質監査制度（仮称）の準備を進めている。
このフレームワークについては、国際標準化も想定して
おり、標準化活動に際しては、EU 圏において重要な役
割を担う CEA-LIST による取り組みの支援を受ける。

（3）準形式手法および形式手法

　日仏双方において、準形式手法と形式手法の両方のア
プローチを一体化する必要性を共有しており、日仏双方
の研究員による上記テーマに関するホワイトペーパーを
作成する。

　CEA-LIST は民間企業や大学との共同研究・開発の実
績を有しており、IPA/SEC は産学官連携の拠点として、
産業界の知見集約を得意としています。今後の連携活動
においては、双方の利点を生かすことで、日仏双方の知
見を効率的に集約することが出来、前述 3 分野における

写真 3　基本合意書への調印式後に集合写真（正面左が
　　　   CEA-LIST カマン所長、右が IPA 藤江理事長）

 写真 2　3 日間にわたり、貴重な意見交換が行われた

［SEC journal 28］佐々木勇人：仏 CEA-LIST との国際合同ワークショッ
プ開催について，SEC journal No.28 Vol.8，No.1，pp.25，2012

参考文献

※1	 クレームポートフォリオツール：コールセンター等に集まる製品に
関する苦情や問い合わせ情報を解析し、問題点の分析や製品開発の
ためのデータを抽出・分析するためのツールであり、沖縄を拠点と
する TIDA コンソーシアムが開発を進めている。

※2	 さまざまな開発環境における異なる設計間の対応関係を管理するト
レーサビリティを支援するためのオープンなツールプラットフォー
ム。社団法人名と同じ TERAS（Tool Environment for Reliable 
and Accountable Software）という。詳細は SEC journal 27
号参照。

※3	 CCSiS：Complex Critical Software-intensive System
※4	 ESEC：組込みシステム開発技術展，Embedded Systems Expo 

& Conference

脚注
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　TERAS は、システムの全ライフサイクルを支援する
ツールの、オープンなプラットフォームを作ることを大
目標に掲げている。その中でも現時点のフォーカスとし
ては、オープントレーサビリティ、すなわち、異なるツー
ルで作成されたドキュメントの間でトレーサビリティが
とれる環境を構築することを目標としている。このよう
な 議 論 を 進 め る 際 に は 用 語 定 義 が 重 要 で あ る が、
TERAS では次のように定義している。
　まず、ツールはユーザが利用する単位であり、プラッ
トフォームとプラグインで構成する（図 1）。プラット
フォームは共通に必要な基盤であり、異なるツール間の
インターオペラビリティを確保するレポジトリとサービ
スで構成する。おおよそプラットフォームはデータを格
納する場所である。格納されたデータには意味が与えら
れるが、どんな意味のデータが格納されるかを標準化す
ることが重要となる。プラグインはプラットフォーム上
で動作するソフトウェアであり、階層化される。このプ
ラットフォームとプラグインの組み合わせでツールとし
て機能する。

 

　SEC journal No.27では、TERAS※1発足の背景を説明し、重要性が増している製品の安全に関する説明責任と、その中でトレーサ
ビリティが担う役割について概説した。また、TERASの事業概要について3年間の計画を説明した。本号では、2012年3月19日の第1
回TERAS成果報告会で発表した内容を中心に、検討を進めているツールプラットフォーム仕様について説明する。

キャッツ株式会社
マネージャ
TERAS広報委員

穴田 啓樹

キャッツ株式会社
副社長
TERAS理事

渡辺 政彦

名古屋大学
教授
TERAS技術委員会委員長

高田 広章

一般社団法人TERASの紹介（後編）
安心・安全・快適な社会のために全ドキュメントのトレーサビリティを目指す

ツールプラットフォームの定義1

URL：http://www.teras.or.jp/

※1	 TERAS：Tool Environment for Reliable and Accountable 
Software

脚注

 
 

 

TERAS Platform
プラットフォーム

TERAS Plug-in
プラグイン

TERAS Plug-in
プラグイン

Repository

Plug-in Service

Platform Service

図1　TERASツールの構成［TERAS HP-1］
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い粒度でリンクを張ることを想定している。
　第 2 に「基本的な関係（リンク）の種類を標準化する
こと」である。異種ツール間のインターオペラビリティ
をとるために必要最小限の種類を標準化する計画であ
る。
　第 3 に「バージョン管理、構成管理、バリエーション
管理と連携すること」である。バージョン管理を例に考
えてみる。既存製品の要求仕様書 A（バージョン 1）と
対応する設計書B（バージョン1）があり、その間のトレー
サビリティ（要求事項と実現方法の間のリンク）が管理
されているものとする（図 2）。
　トレーサビリティはシステム開発のあらゆる場面で使
われるので、多様なシナリオを考慮した上でプラット
フォーム仕様を検討することを考えており、ぜひ、議論
への参加をお願いしたい。

　本稿執筆時点で製造業やソフトウェアベンダーの 27
社に実証評価のご協力をいただいている。今後の経過を
SEC journal で報告していきたい。

問い合わせ先
・TERAS 事務局
　神奈川県横浜市港北区新横浜 2-11-5 川浅ビル
　電話：045-473-2191
　E-mail：secretariat@mail.teras.or.jp 
　URL：http://www.teras.or.jp/

　機能安全で求められるトレーサビリティについては
SEC journal No.27［SEC journal 27］で解説した。V 字
開発モデルで言えば上下間、左右間のトレーサビリティ
である。TERAS ではより積極的にトレーサビリティを
使ってソフトウェアの品質向上、生産性向上を目指して
いる。とくにすり合わせ開発を支援するトレーサビリ
ティについては 2011 年 12 月に有識者を招いて集中検討
会を開催した。TERAS ではすり合わせ開発を次のよう
に定義している。

「ある開発工程を、その工程の担当者（担当企業、担当
部門）だけで実施するのではなく、それに関連する者（企
業、部門）が、担当する開発工程を超えて協力すること
によって実施する開発スタイル」

　例えば、自動車メーカーが部品の要求仕様を決めて部
品メーカーに発注するとする。このとき日本のものづく
りで特徴的なのは、部品メーカーが受け取った要求仕様
に対して自動車メーカーへ改善を提案したり、自動車
メーカーがそれを受け入れたりする点である。トップダ
ウンに設計が流れるのではなく、下流で発見した課題を
上流に戻す仕組みを持っているのである。その結果、自
動車メーカーは全体の最適化を図ることが出来る。一方、
複数の担当者、部門をまたぐため、どんな理由で決定さ
れたかが分かりづらくなり、情報が散逸して追跡しにく
くなる。トレーサビリティはまさにそこを救うものであ
る。

　ツールプラットフォームはツールの共通基盤であるの
で、プラットフォームの要件を決めるにはツールのト
レーサビリティ機能要件を洗い出すことが必要である。
現在、基本要求として 3 つの検討が進んでいる。
　第 1 に「あらゆる種類のドキュメントの中にある任意
の項目の関係を管理出来ること」である［TERAS 
HP-1］。要求仕様書の要求事項・設計仕様書の設計事項・
プログラムの関数・試験仕様書の試験項目といった細か

トレーサビリティの機能要件3

［SEC journal 27］穴田，渡辺，高田：一般社団法人TERASの紹介（前編）
　安心・安全・快適な社会のために全ドキュメントのトレーサビリティを
目指す，SEC journal No.27 Vol.7，No.4，pp.183-187，2012
［TERAS HP-1］【講演 4】今年度の技術検討成果の総括，http://www.
teras.or.jp/

参考文献

図2　利用シナリオのイメージ［TERAS HP-1］

要求仕様
変更理由書

要求仕様書A
（バージョン1）

設計書B
（バージョン1）

要求仕様書A
（バージョン2）

設計書B
（バージョン2）

設計変更理由書

バージョンアップ
（シナリオ例2）

バージョンアップ
（シナリオ例1）

おわりに4

有効なトレーサビリティの想定2
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　今年度は、表 1 に示す 3 つの研究分野について公募す
ることとした。とくに、C 区分は狭い意味での工学的研
究だけではなく、ソフトウェアに関わる社会学・経済学
などを含む幅広い研究を支援したいとの意図で設けたも
のである。今年度は 9 件の応募があり、ソフトウェア工
学研究推進委員会において厳正な審査を行った結果、5
件について採択を決定した（表 2）。なお、残り 4 件も、
現場の課題を的確に把握した提案であったが、課題解決
にむけた研究の進め方が具体的でない等の理由により、
残念ながら採択に至らなかった。しかし、いずれも解決
すべき重要な課題が取り上げられており、今後の取り組
みが待たれる。
　この事業がきっかけとなって、新しいソフトウェア関
係の研究が大学等で活性化されることを期待したい。

　ソフトウェアは、あらゆる産業や市民生活を支える基
盤として不可欠な存在となってきており、複雑化・大規
模化するソフトウェアの高信頼化や開発プロセスの高度
化等を研究領域とするソフトウェア工学の果たす役割は
ますます増大してきている。このような背景から、本事
業はソフトウェアの開発現場が持つ様々な課題に対し
て、実践的な解決策をもたらすソフトウェア工学の一層
の振興をねらいとして創設された。
　　この分野は、ソフトウェアの開発・利用の現場に密
着した研究がとくに重要であり、開発現場と連携した研
究を促進するため、産業界の有識者からなる「ソフトウェ
ア工学研究推進委員会」を設置し、公募する研究分野を
決め、研究内容の選考や研究に対する助言を行いつつ実
施することとしている。

　IPA/SECでは、ソフトウェア工学分野における研究の活性化を図る目的で、2011年度より研究公募の仕組みを新たに設立
した。2012年3月に公募を行ったところ、9件の応募があり、そのうち5件を採択した。本稿ではその事業概要と、2012年度の
公募における採択の状況について報告する。本事業は5年間の継続を予定しており、次年度以降、更に多数が応募されることを
期待する。

ソフトウェア工学分野の研究を公募、
5件を採択
SEC企画グループ

研究支援事業の概要1 2012年度公募の状況と採択結果2

表1　研究分野区分と応募の状況 表2　2011年度採択研究一覧

分野区分 分野名 分野の概要説明 応募件数

A
ソフトウェア工学分野の
先導的な研究

要求工学、プロセス改善、高信
頼性、アジャイル開発、形式手
法、モデルベース開発等のソフ
トウェア工学分野の先導的な研
究

4 件

B
ソフトウェア開発現場へ
のソフトウェア工学の適
用に関する研究

ソフトウェア開発現場への適用
を目的としたソフトウェア工学
の成果・手法を詳細化・具体化・
実用化する研究

4 件

C
ソフトウェアが経済社会
にもたらす革新的効果に
関する実証研究

ソフトウェアが社会や組織経営
にもたらす経済価値、生産性向
上、競争力強化、イノベーショ
ン等の経済効果についての実証
研究

1 件

研究分野
区分

研究名 研究責任者

A
実用性が高い形式工学手法と
支援ツールの研究開発

法政大学　
劉少英 教授

B
要件定義プロセスと保守プロセスにおける
モデル検査技術の開発現場への適用に関する
研究

芝浦工業大学
松浦佐江子 教授

A
コードクローン分析に基づく
ソフトウェア開発・保守支援に関する研究

大阪大学　
楠本真二 教授

A

ソフトウェア品質の第三者評価のための基盤
技術　
－ソフトウェアプロジェクトトモグラフィの
開発－

奈良先端科学技術
大学院大学　
松本健一 教授

A
モデルを含む設計成果物の集積と
その活用方法に関する研究

九州大学　
久住憲嗣 准教授
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任を負わない）準委任契約の併用である。経済産業省
はこのような要請に対応して、2007年に、対等な交渉
力を有するユーザ・ベンダを契約当事者とし、ウォー
ターフォールモデルによる企業基幹システム構築を前
提とする取引ルールを制定した。これが、松田晃一氏
（IPA/SEC）がこの特集の中で指摘した「モデル契約書」
である。
　モデル契約書は、「信頼性の高い情報システムの確保
は、ユーザとベンダのたゆまない緊密な協働によって
のみ得られる」と明記し、準委任契約の場合においても、
業務を淡々と実行すればよいというものではないこと
を強調している。しかし、請負契約と同じようにシス
テム稼働までの責任を負わせるものでないことは言う
までもない。
　今回のトラブルは、「ユーザとベンダのたゆまない緊
密な協働」が行われなかったことは事実であるが、そ
れがどのような ITベンダの債務不履行によってもたら
されたのかがポイントである。しかも100％の責任を負
うような債務不履行である。提案されたパッケージの
不備などの憶測は流れているが、それが明らかになら
ないと、今後 ITベンダは「石橋をたたいて渡らない」
ような仕事の仕方しかしなくなるのではないだろうか。
　まとめると、多段階契約・準委任契約併用方式、一
括請負契約方式の両者は、ともに万能ではなく、現実
のプロジェクトで発生する問題を解決するために多く
の工夫が必要ということだ。業界の要望を取り入れ、
細心の注意を払って制定した「モデル契約書」の限界も、
今回の裁判で明らかになった。筆者はこのような問題
を、システム開発に必ずしも精通していない法律家や
裁判官に委ねるのは、良い結果をもたらさないと思う。
裁判ごとに異なった判断が出されることを防ぐために
も、まずはシステム開発にかかわる当事者が見解をま
とめることが重要ではないだろうか。

　日経コンピュータ4月 12日号の緊急特集、「スルガ
銀が事実上の全面勝訴　IBMの責任認めた判決の深層」
を読まれて驚かれた方も多いと思う。筆者もその一人
だが、その理由は、スルガ銀行が主張する実損害分を
ほぼ100％認定したからだ。東京地方裁判所は、今回
のトラブルに関して、「日本 IBMに一方的に重過失が
あり、スルガ銀行には過失（少なくとも重過失）がない」
と判断したと推測される。
　本稿執筆時点で判決理由が公表されていないので、
日本 IBMがどのような債務を負い、どのような重過失
（債務不履行）に至ったのかの詳細は分からない。以下
は、あくまでも公表された資料に基づく筆者の個人的
な感想である。
　今回のプロジェクトを契約面からみると、システム
開発工程を多段階に分割しそれぞれを個別に契約する、
いわゆる多段階契約方式となっている。また、要件定
義といわれる上流工程は、完成責任を問わない準委任
契約になっていると推測される。これに対するのは、
全工程を一括で請け負って、完成責任を負う「一括請
負契約」であり、長い間、システム開発業界における
大型システム構築の中心的な契約形態であった。
　この一括請負契約について、システム開発中にユー
ザからの機能追加・変更が多発することがあり、この
ようなケースではプロジェクトが赤字になるという問
題点が ITベンダから提起されていた。あるプロジェク
トで巨額の赤字を計上せざるを得なかったソフト会社
経営者が、「5000円のコース料理を注文されたと思って
いたのに、食事が始まるとステーキを出せ、フカヒレ
を出せ、高級ワインを出せ、と言われるようなものだ。
しかも、追加料金なしで」と発言されたことを覚えて
いる。
　このわかりやすい話が影響したわけではないだろう
が、業界から提案されたのが、多段階契約と（完成責

IPA顧問 学校法人・専門学校HAL東京 校長

鶴保 征城（つるほ せいしろ）

C o l u m n

スルガ銀行、日本IBMの
訴訟について
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BOOK REVIEW Book Reviews

　3月 11 日に起こった東日本大震
災とそれに伴う原発事故。この未
曾有の危機にあって、情報システ
ムはどう機能したのか？　ITが社
会を守れたところはどこで、守れ
なかったところはどこであったの
か？　これらを独自の視点で広く
検証した結果が述べられている。
　さらに、震災直後にみずほ銀行
で起こった混乱や、新聞、雑誌、
テレビなどのマスコミを通じた情
報開示や情報伝達の問題など、い
わゆる IT システムだけではなく、
幅広い観点で問題が捉えられてい
る。
　「すべての技術は、“最善設計、
最善リカバリー”の考え方で運用
するほかない。人間の作るものに
“絶対”はないからだ」というのが
著者の得た結論である。

　情報理工学の研究者と短歌を作
り批評する歌人の二つの顔を持つ
著者。本書では、鴨長明や寺田寅彦、
そして吉村昭らが過去に起きた震
災を伝える古典が随所に取り上げ
られており、単なる技術面だけで
はない、情報の持つ人間的な側面
にまで深く踏み込んだ筆者ならで
はの読み物となっている。
　原発事故をきっかけに、科学技
術のあり方を巡る議論が広がって
いる。これまでの科学観が揺らぐ
今、科学技術と社会とのかかわり
を問い直すときである。「IT が人
の幸福を守る」とはどういうこと
か？　という著者の自問自答に、
全ての IT技術者はそれぞれが自ら
の答えを見出していく必要がある
のではないだろうか。

　（松田　晃一）

「最善設計、最善リカバリー」の考え方

ＩＴが守る、ＩＴを守る
天災・人災と情報技術　
坂井修一　著
ISBN：978-4-14-091187-7
NHK出版刊
B6判・240頁
定価1,050円（税込）
2012年 2月刊

　巷では、ビジネス書が多く発刊
され、ソフトウェア開発技術者も
多く購読している。
　本書は、装丁からして興味を引
き、内容も装丁同様インパクトの
あるビジネス書である。ビジネス
モデルキャンバスという、ビジネ
スモデルを構成する９つの構築ブ
ロック（顧客セグメント、チャネル、
パートナーなど）を中心に、ビジ
ネスモデルの設計を解説している。
　このキャンバスは、ビジネスモ
デルの特徴を明らかにすることが
出来るものである。
　各種ビジネス書に慣れ親しんだ
方には頭の整理に役立ち、逆にビ
ジネス書を読んでいない方にはビ
ジネスモデルの基礎やトレンドを
理解するのに有効である。
　さらに抽象化力、モデリング力
は感動ものであり、多くのビジネ
スモデルを簡潔に表現している。
　キャンバスのフレームワークは、

これまで見てきたソフトウェア開
発に関するフレームワーク（SLCP、
CMM、EAなど）にも匹敵する。
　間違えたものを正しく作ってい
ると言われたり、高品質だが売れ
ないものを作っていると言われる
こともある日本の製造業。そんな
状況下にいる現場のソフトウェア
エンジニアにぜひ読んでもらいた
い書籍である。
　売れるソフトウェアを作るため
のビジネスモデルを学ぶ、また複
雑な物事を分かりやすく整理し伝
えるモデリング能力を養うために
も読んでほしい。そして、現場の
ソフトウェアエンジニアという
キャリアから、ビジネスアーキテ
クトや ITサービスクリエータとい
う創造的なキャリアを目指してほ
しい。
　それが日本の製造業の閉塞感を
払拭する一つの方策である。

　　　　　（渡辺　登）

整理し伝えるモデリング能力をビジネスに活かせ

ビジネスモデル・
ジェネレーション　
ビジネスモデル設計書　

アレックス・オスターワルダー／
イヴ・ピニュール　著・
小山龍介　訳
ISBN：978-4-7981-2297-7
翔泳社刊
B5変判・288頁
定価2,604円（税込）
2012年 2月刊



　今回のSECジャーナル29号は、2011年度のSEC活動成果をまとめた号となっています。
　所長対談では、サイボウズの青野様から「ニーズの全体を俯瞰しながら、なぜこういうニーズが生まれ
ているか見極めることが大事」、「プロダクトづくりは破壊と創造のサイクル」、「顧客はデザインで買って
いる」、「社外の人を巻き込むとものすごく便利になるような仕事がある」、「大切なのはアメリカ流のITに
付き合わないこと」等々、物静かな雰囲気とは対照的な、刺激的で本質を突いた言葉がどんどんと飛び出し
てきて、その発想力の豊かさが印象に残ります。
　トピックスとして、マツダの原田様よりモデルベース開発の事例記事を寄稿していただきました。
　車の開発において早くから独自に導入したモデルベース開発手法で、いかに燃費の改善に取り組んでき
たのか、開発現場での生々しい苦労話が書かれています。
　また、技術解説記事では、組込みシステム産業振興機構様から、ETSSに基づいて現場ニーズに適合さ
せて作成した「組み込み技術者向けキャリアガイド」が紹介されています。ぜひお読み下さい。

（h-tanaka）
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お知らせ

論文テーマ
ソフトウェア開発現場のソフトウェア・エンジニア
リングをメインテーマとした実証論文
●開発現場への適用を目的とした手法・技法の詳
細化・具体化などの実用化研究の成果に関する論
文
●開発現場での手法・技法・ツールなどの様々な実
践経験とそれに基づく分析・考察、それから得ら
れる知見に関する論文

●開発経験とそれに基づく現場実態の調査・分析に
基づく解決すべき課題の整理と解決に向けたア
プローチの提案に関する論文

　a. 実用性（実フィールドでの実用性）
　b. 可読性（記述の読みやすさ）
　c. 有効性（適用した際の効果）
　d. 信頼性（実データに基づく評価・考察の適切さ）
e. 利用性（適用技術が一般化されており参考に
なるか）

　f. 募集テーマとの関係

投稿締切り
年4回、3カ月毎に締切り、締切り後に到着した
論文は自動的に次号審査に繰り越されます。
（応募締切：1月・4月・7月・11月各月末日）
締切り後、査読結果は1カ月を目途に通知
「採録」と判定された論文は、直近で発刊され
るSEC journalに掲載されます。

提出先
独立行政法人情報処理推進機構 技術本部 ソ
フトウェア・エンジニアリング・センター内 SEC 
journal事務局
eメール：sec-ronbun@ipa.go.jp

その他
●論文の著作権は著者に帰属しますが、採択され
た論文については SEC journalへの採録、ホー
ムページへの格納と再配布、論文審査会での資
料配布における実施権を許諾いただきます。

●提出いただいた論文は返却いたしません。

　SEC journalでは、毎年SEC journal論文賞を発表してお
ります（候補論文が少ない場合は、翌年の審議とする場合
有り）。受賞対象は、SEC journal掲載論文他投稿をいただ
いた論文です（論文賞は最優秀賞、優秀賞、SEC所長賞か
らなり、それぞれ副賞賞金100万円、50万円、20万円）。

品質向上・高品質化技術
レビュー・インスペクション手法
コーディング作法
テスト／検証技術
要求獲得・分析技術、ユーザビリティ技術
見積り手法、モデリング手法
定量化・エンピリカル手法
開発プロセス技術
プロジェクト・マネジメント技術
設計手法・設計言語
支援ツール・開発環境
技術者スキル標準
キャリア開発
　技術者教育、人材育成

論 文 賞

論 文 分 野

IPA 技術本部 ソフトウェア・エンジニアリング・セ
ンターでは下記の内容で論文を募集しております。

応募様式は、下記のURLをご覧ください。
http://sec.ipa.go.jp/secjournal/papers.html

応 募 要 項

論文の評価基準

SEC journal
バックナンバーのご案内
詳しくはhttp://sec.ipa.go.jp/secjournal/をご覧ください。
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量的変数に関する分析の一指針と分析事例
技術解説
日本発アセスメントモデルのSPEAK-IPA
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車載ソフトウェア開発におけるプロセス改善　～開発現場による改善活動～

論文

CoBRA法を使った
見積りモデル構築のポイント
酒井 大　日本アイ・ビー・エム株式会社 グローバルビジネスサービス IGA アプリケーション・サービス
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播磨 崇　特定非営利活動法人　ITコーディネータ協会　会長
所長対談：野辺 継男　

「外部と繋がる車」がもたらす未来と
ITが果たす役割を考える
連載　情報システムの障害データ

情報システムの障害状況
2011年前半データ
SEC journal論文賞　受賞論文発表
IPA FORUM 2011　招待講演より

ソフトウェアの品質保証とテスト
～メトリクスと測定、明確な記述、そして管理可能なプロセスの三本の柱が
　より信頼できるソフトウェア開発に寄与する～
ポール・イー・ブラック博士

技術解説
ソフトウェアの品質説明力強化の取り組み
消費者機械安全性・信頼性保証の国際標準化

アングル
形式手法導入のための産学連携PBLの活用

組織紹介
一般社団法人TERASの紹介（前編）
CEA-LIST フランス原子力・代替エネルギー庁システム統合技術応用研究所
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簗田 稔　社団法人組込みシステム技術協会　会長
所長対談：渡辺 尚生　東京ガス株式会社 常務執行役員 技術開発本部長

スマートエネルギーネットワークの実現と
ITの役割を考える
連載　情報システムの障害データ

情報システムの障害状況
2011年後半データ
トピックス

ETロボコンと組込み技術者教育
エンタプライズ系ソフトウェアプロジェクトにおける
層別生産性とその信頼区間
国際連携
仏CEA-LISTとの国際合同ワークショップ開催について

技術解説
変革を求められるIT人材　－高信頼設計・検証を担う人材育成－
ESxRトレーナーズトレーニングの紹介
定量的プロジェクト管理ツール（IPF）の紹介

組織紹介
横浜スマートコミュニティの紹介
システム開発文書品質研究会ASDoQ（アスドック）
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巻頭言

江口 純一　　経済産業省 商務情報政策局 情報処理振興課課長
所長対談：青野 慶久　サイボウズ株式会社 代表取締役社長

クラウド時代のソフトウェア開発と技術者像を考える

特集　SEC2011年度活動概要
　◆統合系
　　発足後2年目を迎えた統合系プロジェクトの取り組み／ソフトウェアの品質説明力強化
　　形式手法・モデルベース開発技術の推進／高信頼なソフトウェアの開発・管理に向けて

　◆組込み系
　　組込み系ソフトウェアプロジェクトの状況

　◆エンタプライズ系
　　定量的プロジェクト管理の推進／要求・仕様の高品質化に向けて／ビジネス・プロセス改善の推進
　　新たな技術動向等に対応したソフトウェアエンジニアリング手法／ITサービス継続計画策定のための指針の作成

トピックス

ET2011　基調講演より
SKYACTIVテクノロジーの誕生を支えたモデルベース開発
～世界一のため、創造のためのモデルベース開発（MBD）へ～
技術解説
組込み技術者向けキャリアガイドの開発
国際連携
フランスCEA-LISTとの今後の連携活動について
組織紹介
一般社団法人TERASの紹介（後編）
安心・安全・快適な社会のために全ドキュメントのトレーサビリティを目指す
報告
ソフトウェア工学分野の研究を公募、5件を採択
Column
スルガ銀行、日本IBMの訴訟について




